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Synopsis:Today'smountainousvillagesarefacingproblemssuchasdecreasingandagingpopulation,increasing
part・timefarmers,andtheinfiuenceofglobalization.Asaresult,ithasbecomedifficulttomaintainrecycling・based
v川agespaceonthebasisofexistingcommunitysystems.Developmentofmethodstomaintainsustainablevillage
spaceisthusachallengetobeaddress.ThisstudyaimstoidentifシnewmethodstomaintainmultifUnctionalvillage
space.Twos血dyareas,Minase-muraofAkitaPrefectureandAsahi・choofAichiPrefecture,wereselected;theformeris
inasparsely・populatedmountainousareaofheavysnowfall,andthelatterisblessedbyfavorednaturalsurroundings.
Threetypicalvillageswereselected倉omeachareaforinvestigation.(1)Manyproblemsandchallengeswere
identifiedthroughfieldsurvey,localmeetings,andinterviewstolocalorganizations.Theseproblemsandchallenges
includelivingenvironments,villagecommunities,useoffarmlandandwoods,useoflocalresources,landscape
preservation,successionoftraditionalculture,andcommunicationbetweenruralandurbancommunities.(2)Future
statesofstainableandabandonedfamllandswerepredictedfromfamilystructureand侮mnlandpossession,and
problemsintheuseandmaintenanceoflandwereidentified.(3)Newmaintenancemethodswereproposed:1)land
useplanningandpreservationandcontroloflandbylocalpeople,2)useoflocalresourcesandsupPortofelderly
peopleinfindingsomethingtolivefbr,3)communicationbetweenruralandurbanpeople,andframeworkdevelopment
formakinguseoflocalassets,4)creationofcomfbrtablelivingenvironments.
Keywords:mountainousvillage,1anduse,community,localresource,maintenance,depopulatedarea
1.は じめ に
(1)研究の 目的
今 日の農山村地域では、人口減少、高齢化、兼業化、国
際化などの問題を抱え、高度経済成長以後の近代化によ り、
伝統的な社会システムの中で、本来持っていた持続的な循
環型の集落空間を維持 ・管理することが困難な状況になり
っっある。このため、農山村地域の集落空間における持続
可能な新たな維持 ・管理システ ムの再構築が緊急な課題 と
なっている。
これ らの課題に関連 して、近年、農業土木学では、マク
ロな視点で捉 えた研究1}、地域 計画学 では集落域全体の管
理変化の分析2)した研究が見 られ る。 しか し、地域 を支え
ている家族の世帯構成 に着眼 して、本来持 っていた地域社
会の持続可能な生産と生活の場 としての集落空間の維持管
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理に対す る再構築に関する視点での既往研究はない。
本研究では、農山村の具体的に事例調査を通 して、伝統
的な コミュニティの中で維持管理 されていた豊かな集落空
間の崩壊 について、農林地の保全 ・管理、地域資源の循環、
景観の保全、伝統文化の継承、集落の居住環境やコ ミュニ
ティ、都市農村交流等、多 くの視点から総合的に検討 を行
い、問題点や課題を明らかにし、多面的機能を持つ集落空
間の新たな維持 ・管理の手法 を明 らかに し、持続可能 な計
画手法を提案することを目的とした計画研究である。
なお、本研究は、平成H、12年 度文部省科学研究費の
萌芽的研究の助成を受けて行 った 「新 しい環境保全型農村
集落の維持管理システムに関する研究」の成果 をまとめた
ものである。
(2)調査地選定の理由と調査手法
調査地は、典型的な豪雪過疎山村の秋田県皆瀬村 と豊か
な自然環境を保有 している愛知県旭町を選定して、それぞ
れの村 ・町の中で典型的な集落を3つ ずつ選び、実態調査
を行った。
1)平成ll年度調査:秋 田県皆瀬村
典型的な過疎山村の秋 田県皆瀬村において、環境条件の
異なる中ノ台集落、上生内集落、沖ノ沢集落の3集 落 を中
心に事例調査を実施 した。
実施の方法は、役場の協力を得て既存資料や現地踏査、
及び住民との座談会などを実施 し、集落が抱えている全般
的な問題や課題 を明 らかにした。
①現地踏査は、平成11年8月23日 ～26日に実施 、土
地利用現況や地域資源調査を行 った。
②集落座談会は、中ノ台集落(9月7日:中 ノ台公民館)、
上生内集落(9月8日:上 生内公民館)、沖ノ沢集落(9
月9日:沖 ノ沢公民館)と 、各集落ごとに開催 し、地域住
民の問題 と課題を把握 した。また、集落概況について集落
代表者に聴き取 り調査を行った。 さらに、代表的な高齢者
世帯に聴 き取 り調査も実施 した。 この他に、地域組織への
聴 き取 り調査 も行った。
③特に、住民基本台帳による家族型構成の把握 と、農家
台帳 よる農地所有状況の把握、及び森林簿よる山林の所有
形態の把握 を行い、家族型の将来予測を基に、持続性可能
な農地 と耕作放棄地の可能性について、属人 と属地的な視
点で詳細検討を行った。
2)平成12年度調査:愛 知県旭町
山村の愛知県旭町築羽地区の田園環境を保有 している中
山間地域において,集 落の立地条件の異なる築羽地区の坪
崎、 日下部、八幡の3集 落を対象に事例調査を実施 した。
実施の方法は、皆瀬村同様に、役場の協力を得て既存資
料や現地踏査、及び住民との座談会などを実施 し、集落が
抱えてい る全般的な問題や課題を明 らかにした。
①役 場での資料収集 と現地の予備踏査を平成12年8月
9日～11日 に行った。なお、9月 に集中豪雨による被害
を受け たため調査が遅れ、現地踏査は平成12年12月13
日～16日 に実施 し、土地利用現況や地域資源調査等を行
った。
②地域組織の代表者への聴 き取 り調査は、平成13年1
月30・31日に実施 し、集落座談会は、平成13年3月3日
に行 った。
以上 の2町村6集 落の実態調査と住民 との座談会や地域
組織へ の聴き取 り調査などを行い、農山村地域における集
落空間 の維持管理にっいての問題 と課題を把握 した。
これ らの結果 と従来の研究成果を踏まえ、多面的な持続
可能な集落空間の新たな維持 ・管理手法にっいての計画手
法の提案を検討 した。
2.調 査地域 の概要
(D秋 田県皆瀬村の概況
皆瀬 村は、図1に 示す ように秋田県の東南端に位置 し、
東は岩 手県 と東成瀬村、南は宮城県の栗駒町 と鳴子町、西
は湯沢市 と雄勝町に、北は稲川町と増田町に接 している。
東西12㎞、南北28㎞、総面積は218.62㎞で、村域の91%
を山林原野が占めている。村の中央を流れる皆瀬川沿いと
標高160m～400m前後の高地に20の集落が点在 してい
る。
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明治4年(1869)の廃藩 置県後 には稲庭村 の行政 区域 にな
り、明治17年 に川 向 、畑 等の2村 が稲庭 か ら分離 して皆
瀬村 とな り、明治22年(1889)に 村 制 を しき、現在 に至
ってい る。
本 村 は、農 業地域類型 では 山間農 業地域の水 田型 になっ
てお り、地域 指定 と しては、都市 計画区域外 で、農業振 興
地域 が指定 され 、山村振 興地域、過 疎地域 、豪雪地域 に も
指定 され ている。
村 の人 口は、表1に 示 す よ うに昭和35年 の5,456人を
ピークに減少 し続 け、平成7年 には3,183人と、昭和35
年 に対 して4L7%の 減少 率 とな ってい る。
年少 人 口割合 は、 昭和35年33.7%か ら平成7年 には
15.3%に低 下 し、高齢 化率は、昭 和35年 の5.1%か ら平
成7年 には23.0%に増加 し、過 疎化 が進 行 してい る。
就 業者数 は昭 和35年 時点では2,821人であったが 、人
口減 少 と共 に就 業者 数 も減少 し、平成7年 に は1,722人に
減少 してい る。村 の基幹産 業は農林業 で ある。 しか し、第
1次産業の就業者 は 昭和35年 に は1,908人で67.6%を占
めていたが 、平成7年 には376人 で就業者 比率の21.8%
まで減少 し、35年間 に80,3%の大幅 な減少 を示 してい る。
村 の総面積は21,862haで、森林 面積が88.4%を占めてい
る。 この内、国 有林12,500haが占めて い る。 林業 は零細
経営 となってい る。
農 家戸数は 、昭和35年 で638戸 あったが 、平成7年 に
は509戸 と20%減 少 してい る。 専業農家 は191戸か ら39
戸 に激減 し、第二種兼 業農家由 が163戸か ら392戸に増加
している。農 業就業人 口は、1995年時 点で642人、男272
人、女370人 となって いる。 なお 、 この内65歳 以上の農
業就業人 口は314人、48.go/・と約 半数 を占めてい る。
以上 のよ うに、本村 では、農業 従事者 の減少、兼業化 、
高齢化 とい った状況 にな って いる。
表1皆 瀬村の人口 ・世帯数の推移
1960
昭35
1965
昭40
1970
昭45
1975
昭50
1980
昭55
1985
昭60
1990
平2
1995
平7
1998
平10
人 口 5,4564,3283,9163,6303,5213,4303,2483,183,238
世 帯 数 893 818 793 767 777 772 764 768 754
高齢化率 5.1 6.9 9.0 11.5 12.816.020.1 23.025.0
資料:1998(平成10)年は住民基本 台帳 、そ の他 は国勢調査 よ り
平 成9年 の耕地 面積は648haで全村 の3%に す ぎな い。
この内、水 田が497ha、畑 が151haとな っている。主要作
目は 、米(347ha)、野菜(73ha)、雑穀 豆類(36ha)で、
地熱 エネル ギーを利 用 した水耕 みつば栽 培等 も行 われてい
る。現在 、村 内の認 定農業者注2は36名い る。
商 業は 、平成6年 時点 で商店数 が39店 で 、ほ とん どが
零細な個人経営小売店である。
観光は、小安温泉や近年のキャンプ場やスキー場の整備
等により、観光客は平成10年 で年間214,998人の入 り込
み客がある。
道路状況は、国道398号線が秋田県の本荘市か ら湯沢市
を経て、村の主要地を南北に縦断 し石巻市まで通 じてお り、
産業道路あるいは観光アクセス道 として重要な道路であ
る。 しか し、本村部分の改良が遅れ、依然 として宮城県側
への冬期通行が不能なため、通年観光 を目指す村にとって
大きな問題 となっている。村道の整備は、改良率65.02%、
舗装率8056%となっている。豪雪地帯の冬期通行の確保
のため、特に本村では直営で除排雪業務を行い、出勤時間
帯に入る直前の7時 には、全路線の除雪が完了している。
本村の交通は湯沢市と横手市との間に定期バスが運行 さ
れており、通学や高齢者に利用されている。なお、通勤は
ほとんど自家用車利用である。
地域施設の状況は、稲川町に隣接す る村の下流部で、入
り口部分にあたる菅生集落と瀬野ケ沢集落に、役場、郵便
局、こまち農協皆瀬支所、雄勝広域森林組合皆瀬支所、湯
沢雄勝広域消防皆瀬分署、皆瀬小学校、中学校、学校給食
センター、幼稚園 ・保育所、村民体育館、村民プール、中
央公民館、診療所、シャイン トピアみなせ等の公共施設や、
商店の集積がやや見られ、村の中心地区を形成 している。
学校教育施設は、終戦直後には冬季分校 も含めて小学校
は10校 、中学校は小学校 との併設 を含めて5校 あった。
その後人 口減少に伴い統廃校が進み、現在、小学校は2施
設、中学校は1施 設となっている。昭和51年 に全国で初
めての幼稚園と保育所一体の教育施設 として建設 された皆
瀬幼稚園 ・保育園が村の中心地にあ り、3歳 か ら5歳まで
の幼児を牧園 している。
社会教育 ・体育施設 として中央公民館、村民体育館、村
民プールが中心地にある。 この他に村民運動場(野 球場)
や小安温泉スキー場、とことん山(キャンプ場)と青年の家、
木地山キャンプ場等の施設も整備されている。
各集落には集落集会施設が設置されている。
昭和62年 に元 中学校の冬季寄宿舎 を改修 した村立診療
所がある。1日 平均外来患者は80人 前後の利用がある。
この他に リハ ビリ機能や保健センター機能も兼ね備 えてい
る。なお、地区別に週1回 診療バスを運行 している。また、
民間開業医の歯科診療所が1施 設ある。
広域行政施設 として、知的障害者施設の皆瀬更生園 く100
人収容)と 、平成8年 に特別養護老人ホーム 「シャイン ト
ピアみなせ」が設置されている。 この施設には、特別養護
老人ホーム(50人収容)の他に、シ ョー トステイ(20名)、
デイサービスセンター(15人)、在宅介護支援センター、
経費老人ホームケアハウス(15名)が ある。皆瀬村社会
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福祉協議会が管理運営を行っている。なお、デイサービス
用に送迎の福祉バスが1台 、週一回、曜 日別に数集落を単
位 としたコース設定が され運行 されている。
上水道の状況は、平成9年 では、簡易水道 と小規模水道
で給水人 ロは1,959人、普及率は62.19%となっている。
下水道は、特定環境保全公共下水道、農業集落排水事業等、
地域の実情にあった方式で整備する計画になっている。
一部不燃粗大ゴ ミ以外のゴミは、湯沢雄勝広域の一部事
務組合で経営する処理場で処理 されている。消防施設は、
湯沢雄勝広域消防の皆瀬分署が設置 され、常備消防施設 と
救急車1台 が配置 されている。
役場 ・郵便局が、豪雪山村センター内に設けられている。
農協施設は、広域合併されたこまち農協皆瀬支所が役場
に併設 されている。 また、森林組合も広域合併され、雄勝
広域森林組合皆瀬支所が役場に隣接 している。
地域資源である地熱利用についての皆瀬村地熱利用開発
セ ンター と、地熱利用農産加工所、皆瀬村地熱利用育苗施
設等の施設がある。
農業施設 として、皆瀬村堆肥処理センター、(有)皆瀬村
活性化センターの育苗施設 と乾燥調整施設、及び農産物処
理加工直売施設としての 「かえで庵」がある。
本村の都市農村交流は、東京に在住する村出身の主に次
三男で組織された 「東京皆瀬会」がある。現状では年1回 、
村側の代表と皆瀬会の会合がもたれ るだけの組織である。
この他、近隣の都市 との交流のために、村では地域活性化
づ くりの一環 として小 さな村の小 さな物産市として若畑集
落の紅葉市や沖ノ沢集落のイワナ祭 り等を企画 して、年1
回のイベン トを実施 している。域内の中核都市である横手
市や湯沢町の新聞に折込チラシを入れて広報活動を行い、
多 くの人が地域を訪れて都 市農村交流が行われ、実績を上
げている。
(2)愛知県旭町の概要
旭町は、図2に 示すよ うに愛知県の中央部北辺にあたる
矢作川の上流域 に位置 し、名古屋市か らおよそ50㎞ 、豊
田市か ら30kmの位置にある。東は北設楽郡稲武町、西は
西加茂郡小原村、南は足助町、北は岐阜県恵那郡明智町 と
串原村に囲まれた山間の町である。
町の沿革は、明治39年 に生駒 ・介木 ・築羽 ・能見の4
か村を合わせて旭村が誕生 した。さらに、昭和30年には、
生活のつなが りが深かった こともあり、全国的にも珍 しい
越県編入合併により、岐阜県恵那郡三濃村の野原、浅谷地
区が旭村に加わった。昭和42年町制を施行、現在に至る。
本町の面積は8,216haで、この うち森林が6,747haで8
割強を占め、農用地383ha(4.7%)、河川等482ha(5.9%)、
道路226ha(2.8%)、宅地111ha(L4%)の土地利用となって
いる。
土地利 用規制 等は、農用 地区域396ha(4.8%)、地域 森林
計 画 区域6,698ha(81.5%)、自然 公 園 特 別 区 域2,052ha
(25.0%)、自然 環 境保 全 区 域5ha(0」%)、保 安 林761ha
(9.3%)、砂 防指定地328ha(4.0%)が法律 等 に基づ いて定 め
られてい る。矢 作渓谷一帯 は、昭和39年9月 に加 茂県立
公 園に認 定 され 、その後昭和44年3月 に奥矢作 自然公園
に指定、 さらに昭和45年12月 に愛知高原 国定公園 に指定
され てい る。
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図2広 域的位置及び旭町と調査対象集落
町の人 口は、平成12年 国勢調 査に よれ ば、3,502人、1,119
世 帯 とな ってい る。人 口推移 は、表2に 示 す よ うに昭和35
年 の7,452人を100%と す る と、平成7年 には3,844人で、
5L6%に 減少 して い る。各5年 間の傾 向をみ る と昭和35
年 か ら昭和50年 までは 、それ ぞれ5年 間 毎に、10数%の
減少 で急激 な人 口の流出 を見 たが、昭和50年 か ら昭和55
年 には7.8%、昭和55年 か ら昭和60年 は5.2%、昭和60
年 か ら平成2年 及 び平成2年 か ら平成7年 は4.9%と減少
傾 向はやや 落着 きを示 して きた。 しか し、平成7年 か ら平
成12年 では 、8%と やや減少 率が高 くなってい る。
表2人 口 ・世帯数の推移
1960
昭和35
1965
昭和40
1970
昭和45
1975
昭和50
1980
昭和臼
1985
昭和θo
1990
平成2
1995
平成7
人 ロ 7,4526,4825,7534,8214,4464,2134,0053,844
世 帯 数 1,5301,4651,4001,2461,1991,1471,1171,125
高齢化串 9.6 11.7 13.3 17.2 17.9 20.2 24.5 30.O
出典:国 勢調査 よ り 高齢者率:%
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65歳以上の高齢者の老年人口比率は、昭和35年 の9.6
%か ら増加傾向を続け、平成7年 には30%ま で増加 し、
極めて高齢化 している。
就業者人 口は平成7年 で2,044人、第1次 産業が1L5%
(235人)、第2次 産業が41.2%(842人)、第3次 産業が47.3
%(967人)となっている。
昭和50年 からの推移をみ ると、第1次 産業が減少 し、
その分第3次 産業が増加 している。
本町の農業は、主作物は水稲で、農業経営の規模は零細
である。近年特産物 として自然薯 ・菊 ・ワサ ビなども栽培
されているが生産量は少ない。畜産は和牛繁殖経営があ り、
育成に努力 しているが飼育農家数は減少 している。
平成7年 の農家数は677戸で、専業農家が95戸(14%)、
第1種 兼業農家庄1が42戸(6.2%)、第2種 兼業農家が540
戸(79.8%)となっている。農家戸数は昭和40年 か ら減
少を続けている。専業農家数は増加 しているが、高齢者の
専業農家の増加 と考えられる。
このような状況の中、近年、高齢者を中心とした生きが
い農業団体 「っくばねの会」や 「ひこぱえの会」等が組織
され、少量多品目の有機栽培野菜な どを名古屋市の消費者
団体等へ定期的に出荷するなど新 しい動 きが出ている。
本町の農用地は372haで、町面積の4.5%と大変少なく、
地形 も急峻で河川沿いや山間に散在 し、地形的に恵まれて
いないが、昭和51年 度か らほ場整備事業に着手 し、農地
整備が可能な農地については、各種事業の採択によりほぼ
全町の農地整備を完了している。
農道は、平成12年の農道台帳によれば、89路線(39,523
m)あ り、ほ場整備により整理合理化 され、整備率73.6
%(29,076m)、舗装率57%(22,525m)となっている。
しか し、担い手の減少や高齢化の進行により、耕作放棄
地が増加 している。
本町の森林面積は6,736haで、町総面積の82%を 占め
ている。民有林が99.3%で、人口林率が68.6%となって
いる。町内の森林は全国的に見ても非常に生産性の高い良
質林である。昭和40年以降の第1次 林業構造改善事業、
第2次 林業構造改善事業、特別対策事業及び新林業構造改
善事業を推進 し、育林技術の向上、計画的森林施業の普及、
森林組合事業の拡充強化、加 工施設の設置、生産基盛の整
備等地域林業の振興を図 り、生産性の向上と林業所得の増
大に成果を挙げてきている。
林道や作業道の整備は、林業の環境が引き続き厳 しいな
かで林道31路線、作業道63路線の整備が行われてきた。
旭町森林組合は、組合員1,340人(町外含む)で 、専業
林家は1戸 のみである。ただし、森林組合の作業員には,
町外からの1タ ーン者が5～6名(31～35歳)新 規参入
している。また、愛知県農林業公社の森林500～600haを
森林組合で作業請負 を行っている。
しかしながら、近年の林業をとりまく諸情勢は依然 とし
て厳 しい状況が続いてお り、地域林業生産活動は停滞 した
ままとなっている。また、林業従事者の高齢化や後継者不
足による水源かん養 などの公益的機能の低下を招いてい
る。ただ し、当地域は矢作川水源基金や豊田の水源政策な
ど森林に対する補助 メニューが豊富である。
本町の商業の中心は小渡地区で、その他の地区に小規模
な商店街がある程度である。ほとんどが小規模経営で、町
内客を対象に した販売が主である。
工業は自動車部品製造、製材が主であるが、従業員数は
年々減少する傾向にある。
本町には国道がなく、町の南側に隣接する足助町に国道
153号線が通っている。町内外を結節する重要な幹線道路
として主要地方道3路 線 と一般県道6路 線がある。年々整
備が進んでいるものの、いまだ狭い幅員と急カーブの箇所
が多 く改良が進んでない部分もある。広域的には、東加茂
郡を南北に結ぶ広域農道の整備が進んでお り、旭町分につ
いては、県代行分を除いて全線開通 し供用開始 している。
生活道路 としての町道は128路線あ り、舗装率は88.5
%で あるが、改良率は42%で遅れている。
町外への公共交通機関としては、平成11年9月30日 ま
で民間の路線バスが2路 線、過疎バスとして運行 されてい
た。 この路線の廃止に伴い平成11年IO月1日から、従来
の杉本線(小 渡 と足助町の足助病院間)、及び小渡線(小
渡と西加茂郡藤岡町の加茂丘高校間)の2路 線について、
町営バスを1日4往 復運行 している。
なお、この他の町内の交通機関としては、福祉バス及び
スクールバス(小学校の1部 と中学校)を運行されている。
旭町の中心は、小渡地区の小渡集落で役場、コミュニテ
ィセンター、保健センター、森林組合、よつば農協旭事業
所、商工会、一般診療所 と歯科診療所などがあり、商店街
も立地 している。
小学校は、昭和40年まで7校 あったが、昭和41,42年
に統廃合がなされ4校 になった。 さらに平成8年 に生駒小
学校が廃校になり、現在は小渡小学校、敷島小学校、築羽
小学校の3校 で、それぞれ小規模校で、敷島と築羽小学校
では複式学級 となっている。
中学校は、平成8年 に中学校2校 が全町1校 に統合 され、
杉本に中学校が新たに建設 された。
高等学校は、県立足助高等学校旭分校が昭和48年 に廃
校になるまであった。
遠距離通学児童 ・生徒に対して、小渡小学校では田津原、
上切 コースと笹戸 コースの2コ ースを設け、スクールバス
2台を業者委託 している。
中学校は全町1校 のなため、遠距離通学者対策 として、
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生駒、浅野、笹戸、築羽の4コ ースを設け、スクールバス
4台を業者委託 して運行 している。平成12年時点では63
名(57.8%)がスクールバス通学 している。
幼稚園は1施 設で、小渡小学校に隣接 してある。
保育所は2施 設あ り、いずれ もへき地保育所である。平
成7年 から3歳 児保育を行っている。なお、牛地にへき地
保育所があったが、平成7年 に閉鎖 されている。
高齢者の福祉施設は、昭和46年 に温泉付きの老人憩い
の家が東加塩に整備 され、平成4年 からはデイサービス事
業を始めている。平成12年 には福祉センター 「ぬくもり
の里」が池嶋に完成 し、デイサービスセンターや在宅介護
支援セ ンターの機能を持った施設で、在宅介護や訪問看護
の拠点 となっている。ただ し、町内には特別養護老人ホー
ムや中間施設はな く、足助町や豊田市の施設へ入所 してい
る。また、町内には訪問看護の実施機関がないため、近隣
の足助病院が実施する訪問看護サービスに依存 している。
医療施設は、小渡に個人の一般診療所1施 設 と歯科診療
所1施 設がある。平成2年 から、診療所より4km以 上の
地域の高齢者に対 して、月一回バス 「しあわせ号」を運行
して、医療施設への送迎を行っている。
社会教育 ・体育施設としては、全町施設 としてコミュニ
テ ィセンター、総合体育館、島崎パブ リックプラザ(ゲ ー
トボール場2面 、テニスコー ト4面)が あり、地区単位の
施設 としては、敷島地区と築羽地区に農村環境改善センタ
ー、笹戸会館 と浅野会館などがある。なお、小 ・中学校の
体育館 と運動場で学校開放が行われている
広域行政 としては、消防 と救急が東加茂郡(2町1村)
と稲武町で行われている。し尿処理 とごみ処理は、豊田市、
東加茂郡、西加茂郡(三 好町、藤岡町、小原村)で 行って
お り、処理場は豊 田市にある。なお、町内の可燃物回収は
週1回 で、不燃物、資源ゴ ミ、し尿汲み取りは、月1回 で
ある。
水道は、小渡 ・笹戸 ・敷島 ・浅野地区には中央地区簡易
水道があり、田津原地区に簡易水道が設けられている。坪
崎を除 く築羽地区に営農飲雑用水が整備 されている。牛地
集落に飲料水供給施設、坪崎集落に簡易給水施設、閑羅瀬
集落には、地元で維持管理 している飲料水供給施設が2地
区ある。
本町には、矢作川を中心とする観光資源や、旭高原の豊
かな自然を活用 し、四季を通 じたアウ トドアが様々に体験
できるように 自然活用村施設 として 「旭高原元気村」がつ
くられている。隣接 して愛知県の旭高原少年自然の家 もあ
る。 また、東海 自然歩道恵那コースが通っている。
旭高原元気村は、築羽地区 として 「つくば里づ くりの会」
や 「やまぶき会」の農林産物等の販売や活動の拠点となっ
ている。また、地域の雇用の場 ともなっている。
この他 、町内には、笹戸、小渡、榊野の3カ 所に良質の
鉱泉が豊富に洗出している温泉地があり、奥矢作温泉郷 と
して古くから湯治客に親 しまれてきた。
これらの観光の拠点は、近年、家族連れ等にも利用 され、
賑わいを見せ、平成4年 の年間利用者数は55万 人であっ
たが、年々入込数が増加傾向にあり、平成8年 には約70
万人 となっている。
3.地域の構成と集落の分布
(D皆瀬村の地域構成 と集落分布
皆瀬村は、明治17年 川向、畑等の2村 を稲庭村(現 稲
川町)か ら分離合併 して皆瀬村になり、明治22年 には村
制をしいて現在に至ることか ら、地域構成は畑等と川向の
2地区か らなる。
畑等地区は、湯元、市野、羽場、中ノ台、下生内、上生
内、雨外、沖ノ沢、落合の9集 落、川向地区は、菅生、長
石田、藤倉、白沢、仏師ケ沢、瀬野ケ沢、板戸、若畑、貝
沼、皿小屋、小安の11集 落で、図3の よ うな集落分布と
なってお り、20集落から構成 されていた。
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図3集 落分布と調査対象集落
しかし、畑等の雨外(雨沼、外浦)集落注3が、平成4年12
月に集落移転を行っており、現在は19集落となっている。
地区別集落別の人 口と世帯数の関係 を示 したものが図4
である。最 も人 口世帯数が多い集落は、畑等地区の温泉施
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設がある湯元集落で、その他の畑等集落は31世 帯以下の
小規模集落 となっている。川向地区は、10世帯か ら83世
帯までに、分散 した集落規模 となっている。
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図4地 区別集落 と調査集落別の人口と世帯数
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(2)旭町の地域構成と集落分布
旭町では、図5に 示すように旧村を単位に生活圏のまと
ま りによって、小渡、浅野、笹戸、敷島、築羽、生駒の6
地区からなるコミュニティ推進協議会を構成 している。 こ
の地区の下に、行政区(集 落)が38構成 されている。
図5地 区と行政区及び調査対象集落
各地区の規模は、敷島地区が335戸と最 も多い。生駒地
区はダム建設による水没等の影響で、43戸と小規模な単
位 となっている。
各地区の中心集落は、敷島地区は杉本集落、浅野地区は
浅谷集落、笹戸地区は笹戸集落が中心集落 となっている。
生駒地区は、田津原集落が最 も規模が大きいが、小規模
集落で中心集落 としての機能はない。また、調査対象の築
羽地区の中心集落は、人口規模的には伊熊集落(31世帯、91
人)と 日下部集落(29世帯、98人)で あるが、中心集落
的機能は両集落 とも持っていない。
集落規模は、10戸未満の集落は3集 落ある。
一つは生駒地区の小溝野集落で、矢作ダム水没による残
留1世 帯(3人)だ けである。 もう一つは、同地区の牛地
集落で、ダム水没に伴 う集落内移転で残った5世 帯(7人)
である。三つ 目は、築羽地区の今回調査対象の坪崎集落で、
6世帯17人で過疎化による小規模集落である。
なお、小規模な集落が多 く、40世帯未満の集落規模で
8割を占めている。
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図6地 区別集落別人 口と世帯数
旭町 平均の高齢化 率は32.9%であ る。
地区別では調査対象の築羽地区が36.3%と最 も高い。
逆に最 も低いのは笹戸地区の25.7%である。
集落別の高齢化率をみると、最 も高齢化率の高い集落は、
敷島地区の万根集落の70.6%で、次いで生駒地区の小溝
野の66.7%、小渡地区の万町の54.9%となっている。最
も高齢化率が低い集落は、笹戸集落で21%である。
4.調 査対象 集落の概要
4-1皆 瀬村の調査対象と集落の現況
(1)調査対象集落
調査集落は、図7に 示すように中ノ台、上生内、沖ノ沢
の3集 落である。3集 落は旧畑等に属 し、国道398号線 の
地域内の幹線道路か ら奥に入った集落である。
①中ノ台集落
中ノ台集落は、皆瀬ダムに面する大俣沢 と生内沢に挟ま
れた台地上の集落である。かつては行き止ま り集落であっ
たが、村道が県道に昇格 したことにより、県事業で国道398
号線の皿小屋集落から羽場集落を通 り下生内集落まで道が
整備 され、交通のアクセスが良 くなった。 しか し、若年者
率が低く、高齢者率 も高く、交通アクセスだけの問題では
ない地域の潜在的な問題を抱えている。
中ノ台集落の木鐙は、中ノ台集落の上流2㎞ に位置 し、
未舗装の林道か ら谷を渡った所にあ り、昭和初期には3戸
の民家があった。戦前に1戸 、戦後まもなく1戸が離村 し、
その後は一軒家であった。電気 ・電話のない不便 さと高齢
化により、平成5年 に中ノ台集落内に移転 し、無人 となっ
た。谷間に2haの耕地があるが、移転当初は集落内の人が
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借 りて耕作をしていたが、現在は耕作放棄地となっている。
②上生内集落
上生内集落は、生内沢沿いにあ り、下生内集落の奥にあ
る集落で、沢沿いに集落が形成 され、上生内と湯 ノ沢か ら
なっている。下生内からは生内沢に沿って道路があり、上
生内から峠を越えて東成瀬村へ と抜ける旧街道になってい
る。この道路が広域の循環道路に位置づけられ、村道から
県道に昇格 したが、道路整備は遅れている。なお、この道
路は冬季間通行止めとなっている。
中ノ台、下生内、上生内の3集 落が学校区 とする生内小
学校が下生内集落にあったが、平成6年 に廃校になった。
上生内集落では、昭和40年頃からの人口減少率が50%
を越 えている。原因は農地の基盤が悪 く、人々の生活様式
の変化等により、山林資源の活用によって成立 していた生
活基盤が崩れたためである。現在 も頑張って暮らしている
人も多いが、次の世代をここに残そ うと考えている人が減
ってきている。
③沖 ノ沢集落
沖ノ沢集落は落合集落の奥にある集落で、林道は峠を越
えて増田町につながっているが、行き止ま り的な集落であ
る。純農業地帯でかつては葉たばこの生産地であった。約30
年以上前に、第1日 曜 日と第3日 曜 日の午後は一切働いて
はならないとい う 「農休 日」の規則を設けている。 この効
果 もあって後継者が戻ってお り、若夫婦が多い。現段階で
は若夫婦の次世代をいかに残すか とい うのが課題である。
(2)人口、世帯数
昭和50年か ら平成7年 までの20年間の人 口の推移を表
2でみ ると、上生内(34.7%減)と中ノ台(26.2%減)の
2集落で人口減少が著 しく、沖ノ沢は村全体の平均と同様
の減少率に とどまっている。
世帯数は、上生内の世帯数だけが22.9%と減少 している
が、中ノ台と沖ノ沢では大きな世帯数の減少はない。
年齢階層別の人 口構成の推移 を見たものが表4で ある。
表3調 査対象集落の人口 ・世帯数の推移
1975
昭50
1980
昭55
1985
昭60
1990
平2
1995
平7
1988
平10
増減率
り5♪75
中 ノ台 141 129 124 114 104 103△26.2%
30 30 30 29 29 30 △3.3%
上生内 170 168 141 118 111 104△34.7%
35 33 30 28 27 26 △22.9%
沖 ノ沢 88 82 84 81 77 73 △12.5%
17 17 17 17 16 16 △5.9%
皆瀬村 3,6303,5213,4303,2483,183,085△123%
767 777 772 764 768 754 0.1%
資 料:1998(平10)年は住 民基本 台帳 よ り、他 は国勢調査 よ り作成
上段 は人 口、下段は世 帯数
65歳以 上人 口が 占め る高齢化 率は 、中 ノ台 と上生 内の 両
集落 で増加 の傾 向が見 られ 、平成10年 時点 で、中ノ台で33
%、 上生内 で35.2%とな ってい る。 沖 ノ沢は15」%程
度 で推移 して い る。 なお 、75歳 以上 の後期 高齢者 率 は、
中 ノ台で47.1%(16人)、上 生内で24.3%(9人)、 沖 ノ
沢で36.4%(4人)と なって いる。
表4調 査対象集 落の年齢 階層別人 口構成
15歳未満 15-64歳 65歳以上 計
中ノ台 16(15.5)53(51.5)34(33.0)103(100)
上生内 15(14.3)53(50.5)37(35.2)105(100)
沖ノ沢 16(21.9)46(63.0)11(15.1)73(100)
資料:1998(平10)年4月1日現在 住民基本台帳 よ り作成
(3)土地利用
調査対象の3集 落は図7に 示すように、集落近辺の農業
振興地域の指定状況を示 しているが、皆瀬村の場合、一般
的に集落の居住域と農地を含めた部分に農業振興地域を指
定 し、山林部分は同地域か ら除外 している。ただし、上生
内は、集落北側に点在する農地を広 くおお う形で山林部分
を含めた農業振興地域が指定 されている特徴が見 られる。
??
?
?
図7皆 瀬村の調査対象集落と農業振興地域
図8～10は 、現地踏査に より集落別の土地利用現況を
確認 し、それ を地図化 したものである。
以下に各集落の土地利用現況の特徴を述べる。
一58一
農山村集落における新たな集落空間の維持管理手法に関する研究一秋田県皆瀬村と愛知県旭町の農山村集落を事例として一
①中ノ台集落(図8参 照)
集落の居住地域 はま とまってい る。棚 田の農地が居住地
域に介在 している。
集落中央を流れ る蟹沢川沿いの低地部 に荒れ地が見 られ
る。水田は主 として集落の西側にある程度まとまって立地
している。たば こ畑は、集落の東側に大 きな団地が一つ あ
るだけで、他は小規模である。
農業用用水路が整備 されている。
集落の中心に集会所 と公園がある。神社が3カ 所(1カ
所 は集落の東側地図外)と 墓地が1カ 所ある。
集落東側の木鐙(地 図外)は 現在居住者がいないため農
地等は荒れ地化 している。
集落の西側に県道 が通過 している。集落内道路は県道か
ら2方 向(上 下)に 進入で きるようになっている。集落の
東端から先は林道である。
集落の北側は山、南側は中ノ台川で、かな りの高低差が
ある。 この川に観光ポイン トの一つである 「宇宙大橋」が
かかっている。
②上生内集落(図9参 照)
居住域は大 きく上生内地 区 と湯 ノ沢地 区に分かれてい
る。上生内地区は河川 沿いに農地が分布 し、主に水田とし
て利用 されている。宅地周辺は畑 となっている。荒れ地化
した部分も多 く見 られ る。上生内地区の宅地は道路沿いに
分散 して立地 している。
湯ノ沢地区は傾斜地形状 に立地す る集落である。湯ノ沢
地区の北側(地 図外)の 山林部分で、やや平坦な地形の所
は開墾が行われ、水田が点在 している。湯ノ沢地区では比
較的規模の大きな葉タバコ畑が一団地ある。湯ノ沢地区の
南側の部分にはまとまった農地の荒れ地がある。
上生内と湯 ノ沢の両地区には茅葺き民家が見られ る。 こ
の うち数軒は空き家で、屋根が朽 ちて野 ざらしになってい
る家屋 もあ り、集落景観 を損ねている。
上生内 と湯 ノ沢の各地区内に神社がある。公民館が上生
内地区内にある。
集落の幹線道路は、村道か ら県道に昇格 したが幅員が狭
く未改良である。湯ノ沢で集落内道路が未整備な所があ る。
③沖ノ沢集落(図10参 照)
南北方向の谷筋に伸 びた河川沿いの集落で、居住区域部
分は一団のま とま りを形成 してい る。
農地は、集落の南側(入 り口側)と 北側(奥 地)に 大 き
く二分 されて形成 され ている。居住区域部分の廻 りは主 に
畑で、河川沿いの低地部は水田で、やや小高い所は畑 とい
う利用パターンである。まとまった葉タバコ畑は南側 に2
カ所 ある。上生内程ではない ものの、荒れ地が点在 して認
あ られる。
居住区域の北側に茅葺きの空 き家が1軒 あり、放置 され
てい る。 この民家周辺 は農地が荒れ地化 している。
沢水が豊富にあ る。屋敷周 りに沢水 を利用 した池が多く
見 られ る。一部 冬期 間の消雪に利用 している所 も見 られた。
神 社 と公民館(旧 冬期分校:1階 は集会所、2階 が体育
室)が 集 落入 り口にある。公民館前の河川敷 には 「イ ワナ
祭 り」な どに利 用 され ている広場が設置 されている。
(4)農業
3集 落の農家人 口、農家 戸数、専 ・兼別農家数、農地面
積 、耕作放棄地 を示 した ものは、表5で ある。
第1種 兼業農家 がい るのは沖 ノ沢のみであ り、中ノ台 と
上生 内では専業農家 と第2種 兼業農家だけになっている。
しか し、販売金額規模別農家数(表6)か ら明 らかなよ
うに、'中ノ台で は300万円未満、上生内では200万円未満
の農家 が最高 クラスであ り、ここでの専業農家は、いわゆ
る高齢専 業農家 であると考 えられ る。沖 ノ沢 に しても、最
高は500万円未満 クラス となってい る。経営耕地面積 規模
(表7)を みて もその ことがいえる。
表5調 査対象集 落にお ける農家人 口 ・戸数、農地面積
中ノ台 上生内 沖 ノ沢
農家
人 口
1985 125 138 83
1995 101 110 77
農家
戸数
1985 30 30 17
1995 26 24 16
1995年農家 率 89.7% 88.9% 100%
専 ・
兼 業
別
専 業 3(1L5) 2(8.3)2(125)
第一種兼業 0(0) 0(0) 4(25.0)
第二種兼業 23(885)22(91.7)10(625)
農地
面積
水 田 13.3ha 8.8ha 9.2ha
畑 13.1ha 9.lha 8.4ha
計 26.4ha 17.9ha 17.6ha
戸 当た り平均 0.51ha 0.76ha L10ha
耕作放棄地面積 0.33ha 1.95ha 0.43ha
資料:1985と1995年農業センサス、農地面積は農家台帳
表6調 査対象集落の農産物の販売金額別農家数
総数 販 売
.
なし
15万
円来演
15～
50
50～
100
100～
200
200～
300
300～
500
500万
円以上
中ノ台 26 8 0 5 6 5 2 0 0
上生内 24 4 2 4 9 5 0 0 0
沖ノ沢 16 0 1 2 5 4 2 2 0
表7調 査対象集落の経営耕地面積規模別農家数
自給 的
農 家 ～
0」ha
仮 売 農 家
総数0.1～
0.3ha
0.3～
05ha
05～
1,Oha
LO～
L5ha
1.5～
2.Oha
2.0～
2.5ハ
25ha
以 上
中ノ台 2 1 6 9 4 2 2 0 26
上生内 6 0 3 10 4 1 0 0 24
沖ノ沢 1 0 1 3 8 2 1 0 16
資料:1995年農 業 セ ンサス
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表8は 調査対象集落の耕作放棄地面積規模別農家数を示
したものであるが、上生内集落における耕作放棄の進行状
況が極めて深刻であることがわかる。上生内集落の場合、24
戸の農家のうち8戸 が耕作放棄地を抱えていて、図9に 示
したように、耕作放棄地がかな り広範に存在 している。 こ
うした耕作放棄は、単に土地条件が悪いとい う理由だけに
帰することはできず、相対的に基盤条件が良いと思われる
水田が耕作放棄されているような事例 もある。また、放棄
面積 も50aを超える農家があることは深刻であろ う。
こうした状況に、各集落の作付 ・作物を加味 してみると、
中ノ台は元々葉たばこの生産が盛んであったが、現在はほ
ぼ消滅 して自家用米生産を中心とする土地持ちサラ リーマ
ン集落 となっている。上生内は米生産調整の悪影響を強く
受けた印象があり、転作のための労働力のいない農家な ど
を中心に耕作放棄 されるような状況になっている。沖ノ沢
は3集 落の中では比較的農業基盤が整っていて、米と葉た
ばこを主作物 とした兼業農家による集落になっている。
4-2旭 町の調査対象地区と集落の現況
(D調査対象地区
調査対象集落は、旭町築羽地区の 日下部集落、八幡集落、
坪崎集落の3集 落である。図11に 築羽地区の構成集落 と
調査対象集落の相対的な位置関係 を模式的に示 したもの
で、図12は調査対象3集 落の地域現況図である。
よだいら
余平
おばざわ
いくま
伊熊
やわた
八 幡
西
くさかぺ
日下部
?
?
?
?
ニばた
小畑
表8調 査対象集落の耕作放棄地面積規模別農家数
5a
未満
5～
10a
10、
15a
15-
20a
20、
30a
30、
40a
40、
50a
50a
以上
計 農家
総数
中ノ台 0 1 2 0 0 0 0 0 3 26
上生内 0 1 2 1 2 0 1 1 8 24
沖 ノ沢 0 1 0 0 0 1 0 0 2 16
出典=1995年農業セ ンサ ス
(5)就労状況
集落の就業状況を示したものが表9で ある。
調査3集 落 とも村内就業の占める割合が最 も高 く、次い
で隣接の稲川町という構造になっている。
表にみるように村外の就労先はほ とん ど全て通勤可能な
周辺市町村である。なお、増 田町への通勤者がll名 いる
が、その うち5名 は、同町内の営林署への就労者である。
表9調 査対象集落における就労 ・通勤先の状況
中ノ台 上生内 沖 ノ沢
村 内 26(59」) 17(41.5)16(43.2)
村
外
湯 沢 2(45) 8(19.5)2(5.4)
稲 川 9(20.5)12(29.3)9(24.3)
横 手 1(2.3) 1(2.4) 1(2.7)
十文字 2(45) 1(2.4) 1(2.7)
増 田 3(6.8) 2(4.9) 6(16.2)
大 館 1(2.3) 0(0) 0(0)
計 18(40.9)24(58.5)19(5L4)
総 計 44(100)41(100)37(100)
図11築 羽地区における調査対象集落の位置関係
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図12調 査対象3集 落の地域現況
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(2)人口 ・世帯数
築羽地区の集落別人口 ・世帯数の推移 を表10に 示す。
人 口は減少の程度は集落ごとに異なるものの、一般的に
いえば、各集落ともに減少傾向が続いている。世帯数は減
っているものの、人口ほどの大きな減 り方ではない。
表10築 羽地区の集落別人 口 ・世帯数の推移
昭40年 昭50年 昭60年 平2年 平7年 平12年
B下部 153(31)18(31)111(31)113(30)111(29)8(29)
八 幡 91(19)69(19)59(14)50(13)57(16)47(16)
坪 崎 45(9) 33(8)29(6) 25(6)21(6)17(6)
惣 田 141(24)115(25)109(24)96(24)98(24)86(24)
小 畑 109(24)92(22)92(24)90(23)76(22)63(22)
槙 本 130(24)103(23)102(22)99(22)89(22)76(21)
伊 熊 171(37)137(34)118(34)125(33)107(3D91(31)
伯母澤 87(16)62(14)56(12)50(12)45(11)37(1D
余 平 91(17)54(15)48(13)48(13)47(15)36(14)
築 羽
地 区
1,017
(20D
783
(191)
724
(180)
696
(176)
651
U76)
558
(174)
資料:国 勢 調査 よ り()内 は世 帯数
調 査集 落の3集 落の推移 をみ る と、昭和40年 を100と
した場合 、特 に坪 崎集 落 が 人 口(37.7%)、世 帯数(66.7%)
いずれ も大 きな減 少傾 向を示 してい るの に対 し、八幡 、 日
下部 の 両集 落 の人 口は、51.6%、64.1%と減 少傾 向 を示 し
てい る ものの坪崎 ほ どの減 少率 ではな い。 世帯数の減少 の
絶 対数 は、 日下部 、八幡 、坪崎 いずれ の集落 も過去40年
間で3戸 の減 少 と共通 して い るが 、坪 崎集 落は40年 前か
ら10戸 を割 るもと もと小 さな集 落 であ る。
(3)高齢 化の 状況
調査集 落別 の年齢 階層別 人 口をみた ものが、表11で あ
る。65歳以 上の老齢 人 口比率 が一番 高いの が八 幡集 落 で、
47.3%とほぼ 二人に一人 が65歳 以 上 とい う状 況で ある。
築 羽地 区の平均 が36%だ か ら、坪崎(40.go/・)・日下部
(33.6%)両集落 が平均値 とおお むね同水 準、八幡 がそれ
を上回 る水準 とい うことにな る。
表11調 査集落別の年齢階層別人口
14歳以下 15～64歳 65歳以上 合 計
日下部 14(12.7)59(53.6)37(33.6)110(100)
八 幡 4(7.3)25(45.5)26(473)55(100)
坪 崎 1(45)12(545)9(40.9)22(100)
資料:平 成12年1月31日 現在 の住民基 本台帳 よ り
築羽地区の高齢者の状況を表12に 示す。高齢世帯(65
才以上の単身老人世帯、または、いずれか一方が65歳 以
上の夫婦世帯)の 割合は地区全体で27%弱 だが、調査対
象3集 落の うち八幡 ・坪崎の両集落はこれ を下回ってい
る。
平成13年3月 時点での平均年齢は、日下部集落が52.7
歳、八幡集落が61.7歳、坪崎集落が60.8歳となっている。
調査対象の3集 落には、「寝たき り老人」はいない。介
護老人は各集落1名 いる。
築羽地区内の老人クラブは6ク ラブある。その内、集落
で独立 してあるのは、惣田、伊熊、余平で、それ以外の集
落については、槙本 と小畑、 日下部 と坪崎、八幡 と伯母沢
がそれぞれ2集 落合同で1ク ラブである。
表12築 羽地区の高齢者(65歳以上)の 状況
人 口 世 帯
数
65歳以上 単身老
人世帯
老 夫 婦
世帯
寝 た き
り老人
介護老
人
日下部 94 29 37(33.6)2 6 一 1
八 幡 47 15 26(47.3)2 一 一 1
坪 崎 17 6 9(40.9)一 1 一 1
惣 田 86 24 28(30.8)2 2 . 3
小 畑 71 23 26(38.8)1 6 1 4
槙 本 82 21 29(35.4)1 5 ・ 1
伊 熊 90 30 41(42.7)2 8 1 5
伯母澤 39 11 14(34.1)一 2 ・ 3
余 平 44 14 13(29.5)4 2 一 1
築羽地
区
570 173243
(42.6)
14
(8.1)
32
(185)
2
(0.8)
20
(8.2)
資料:平 成12年1月31日 現在 の住民基本台帳 よ り
(4)集落の概況と構成
D日 下部集落
①集落の立地条件 と構成
日下部集落は、図12の 地域現況図に示すように、介木
川支流である日下部川 と日向川両支流沿いに位置 してい
る。町中心部の小渡までは、約7km、車で20分強かかる。
日下部集落はいわゆる散在集落である。29戸の民家は
図13の 土地利用現況に示すように、河川沿いの4つ の谷
間の山麓斜面地に分布 している。最盛期には33戸 程度居
住 していた とい う。
日下部集落の集落構成は図15に 示すよ うに、上組(12
戸)と 下組(17戸)に 分かれ、上組 は東平(ヒガシダイラ)
と若林に、下組は蔵が入(ゾ ウガイリ)と日向(ヒムカイ)にそ
れぞれ分かれている。
②農林業
農林業センサスによる農家数、経営農地面積、経営耕地
規模別農家数の推移 を示 したものが表13である。
なお、農家台帳では、平成13年 時点で農地の所有世帯
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は29戸のうち27戸である。
平均経営規模は、平成7年 で、0.32haであり、ほとんど
が飯米確保程度の農業である。
昭和53年か ら昭和63年に県営ほ場整備が行われ、農地
は整備済みである。
宅地周辺で畑の利用が見られるが、それ以外の農地は水
田として利用 されている。
図13の 土地利用現況に見 られるように離村転出による
荒れ地が 日向川上流部に見られる。また、相続等に伴 う一
団の荒れた農地が集落中央部に見 られ る。 さらに、集落北
側に、水がこないために耕作放棄地になっている水田もあ
る。 なお、農家台帳ベースでは所有農地面積が21.7ha、セ
ンサスデーターの経営耕地面積が7ha強であるから、その
差は15ha弱であり、原野化 ・林地化 している元農地が相
当あるものと推定される。
表13日 下部集落の農家数 ・農地面積等の推移
昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 30 28 30 23 23
事業農家 0 2 3 1 4
第1種兼業農家 2 0 0 1 1
第2種兼業農家 28 26 27 21 18
経営農地面積(ha) 15.911L26 16.747.20 7.28
田 1257 8.9313.045.65 5.74
畑 2.95 2.32 3.43 1.42 1.41
樹園地 0.39 0.01 0.27 0.13 0.13
自給的農家泡 0 0 0 13 14
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
α3ha未満 3 7 3 0 0
0.3～0.5ha 11 14 9 8 6
0.5～LOha 15 7 16 2 3
1.Oha以上 1 0 2 0 0
出典:農 林業セ ンサ スよ り
③生活環境
小学校、保育所、改善センター、駐在所などの地区中心
施設のある槙本 ・八幡集落に隣接 している。
バス停(足助町の明川、町内の押井口)までは、徒歩で60
分から75分 位かかるから、実質的には公共交通機 関は利
用できない集落である。昭和40年 頃まで足助 と小渡間の
バスが通っていたが、災害で道路が狭 くな り運休 している
内に廃止になり、現在に至っている。
保育園には自家用車で送迎を行っている。小学校は、徒
歩通学で、集落の奥の方からだ と40分 程度かかる。中学
校は、槙本にある農村環境改善センターの所にスクールバ
ス停留所がある。
日常食料品は週1～2回 足助町 ・豊田市で買いだめをす
る。衣料品、電化製品、家 具は足助町や豊田市を利用 して
いる。
一般診療所は、主に足助 病院に依存 している。町運営バ
スの 「しあわせ号」(月1回)利 用で、小渡の診療所利用
も見られる。歯科診療所は 、足助病院か小渡の歯科診療所
を利用 している。
.水道施設については簡易水道整備済みであるが、井戸も
利用 している。下水道 につ いては、合併浄化槽の設置はな
く、それ以外のいわゆる浄 化槽の設置で水洗化が行われて
いる。3軒 程度は汲み取 りを利用 している。
ごみ処理については、可燃物は 自家処理、不燃物は月1
回回収である。
④地域資源
下組には愛宕神社(下 の神)が ある。祈年祭(2月17
日、大祭10月12日、感謝祭11月23日)が 行われている。
上組には、やおよろずの神(上 の神)が ある。祈年祭は旧
6月24日前後の 日曜日に行 っている。
この他に地蔵堂があ り、 大般若(4月 の 日曜 日)・八朔
(九月の日曜 日)、畜魂碑の祭 り(旧 二月二の牛)、行者(七
月十七 日)・風神(九月一 日)の祭 りな どが行 われ ている。
風神の社は愛宕神社内にあ る。
秋葉講(3月)、 庚申講(部 分的に5～10人 で)、山の
神(宵 山の講)、行者さま(年1回)な どが行 われている。
集落の2戸 を除 くほとん どの世帯は集落中央の日下部川
の支流の柿 ノ入川沿い にあ る最光院の檀家である。2戸 は
足助町にある宗恩寺の檀家 である。共同墓地 はない。
日下部集落の下組、東平 、若林組 には、図12に 示すよ
うに共有林が3カ 所ある。3カ 所合わせ て4ha、茅刈 り
場であったが現在は植林されている。以前は1年 に1軒 の
葺替え用の茅が取れ、昭和37～38年 頃までは続いていた。
⑤既往の災害歴
既往の災害歴は、昭和47年 の七夕災害で、植林 して15
～20年の急傾斜の山で山崩 れが発生 した。
また、平成12年9月 の集中豪雨では集落内道路が随所
で陥没被害を受けた。
2)八幡集落
①集落の立地条件 と構成
八幡集落は、余平集落の南、介木川 中流域 中央部に位置
している。町中心部の小渡 までは、約55km、車で10～15
分かかる。
集落の形は、図14の 土地利用現況に示す ように、南北
に流れ る介木川に沿って、南で広 く北に行って介木川左岸
に築羽山が突き出て平地を狭 くしているひ ょうたん型を し
ている。
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八幡集落 も散在集落である。戸数は現在15戸 だが、最
盛期には25戸 あった とい う。民家は、南部のゆるやかな
山麓斜面に7戸 の民家が分布 し、図17に 示す ように岡組
(旧岡村)を 構成 しているている。一方、平地部分は、川
右岸山間に入 り小 さな谷 を作 り、この小さな谷 と築羽山東
山麓の平地に8戸 の民家が分布 し、高蔵組(旧 高蔵村)を
構成 している。 高蔵組はソンデボラ ・ワラビノの2組 に
分かれていたが、現在は一つになっている。
②農林業
農林業センサスによる農家数、経営農地面積、経営耕地
規模別農家数の推移を示 したものが表14である。
農家は13戸 で、非農家が3戸 あ り、内2戸 は教員住宅
である。平成7年 センサスの農家数は11戸 であるが、平
成13年の農家台帳では15戸中農地を所有している世帯は
12戸となっている。(非農家3戸 の うち2戸 は教員住宅)
平均経営耕作規模は0.57haで日下部集落よりもやや規
模が大きい。また平成7年 センサスでは自給的農家の数は
1戸で、相対的に農業の比重が高い集落である。
県営ほ場整備(昭 和53年から昭和63年)が 行われ、農
地は整備済みである。
ニューギニアインパチェンス注5を高度化された栽培方法
で生産する大規模な温室(会 社組織)が 、図14の 土地利
用現況に見 られるように、集落中央の平坦部で、県道沿い
に設けられている。施設用地は農地を借地 している。今後、
規模拡大 したい意向があ り、周辺農地への拡大の話がある。
谷地田になった未整備農地の部分で荒れ地が見られる。
ちなみ に、平成7年 センサスでは経営耕地面積は6.22ha
であるが、平成13年 の農家台帳では八幡集落の所有農地
は9.67haとなっている。
表14八 幡集落の農家数 ・農地面積等の推移
昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 15 15 12 10 11
専業農家 0 1 0 1 3
第1種兼業農家 2 1 1 0 0
第2種兼業農家 13 13 11 9 8
経営農地面積(ha) 10.748.48 7.29 5.47 6.22
田 8.28 652 5.41 5.41 4.29
畑 2.05 1.35 1.14 L14 L22
樹園地 0.41 0.61 0.74 0.74 0.71
自給的農家 0 0 0 0 1
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
0.3ha未満 1 2 1 0 0
03～05ha 2 5 3 4 3
05～LOha 9 6 8 6 6
LOha以上 3 2 0 0 1
資料:農 林業 セ ンサスよ り
農林業施設 として、集落内にはライスセンターと旭製材
所 がある。
なお以 前あった農事実行組合は今はない。
③生活環 境
集落内の小高い所に、築羽小学校 と八幡保育所が隣接 し
てある。 公会堂(集 落集会所)は 八幡神社の社務所 と兼用
である。
日下部集落同様に、実質的には公共交通機 関はない。バ
ス停 は近所にはなく、バスに乗るとすれば国道153号の足
助町明川まで4～5㎞ の距離を歩かなければならない。
中学校の スクールバス停留所は、集落の商店前にある。
日常食料品の購入は足助が主であるが、勤めが小渡方面
の人は小渡 を利用 している。衣料品、電化製品、家具は、
豊 田や名古屋に依存 している。
一般診療所は、老人は小渡、若い人は足助病院を利用 し
てい る。歯科診療所は、足助町か稲武町を利用している。
小渡への診療所へ月一同町運営バス 「しあわせ号」が送迎
にきてい る。
簡易水道 は整備済みである。合併浄化槽の設置な く、簡
易浄化槽 を設置した家が6軒 ある。可燃物ごみは自家処理
が主で、不燃物ゴミは月1回 回収にくる。
④地域資源
八幡神社 は郷社で、八幡さまの祭 りが10月15日に近い
日曜 日に行 われている。境内には舞台がある。参道が舞台
を貫 いてお り、割拝殿の形式をとっている。農村歌舞伎が
保存会で伝承 されている。また、舞台は弓の射場として使
用 され、舞台東方に的場が設けられている。
岡組に阿弥陀堂、高蔵組に庚 申堂がある。 この他に天満
天神があ る。 また高蔵に念仏講 と庚申講が残 っている。
町内の三玄寺、足助町の大鷲院の檀家である家もあるが、
ほ とんどは最光院の檀家である。岡組には共同墓地がある。
高蔵組はそれぞれ個人墓である。
県指定天然記念物 「八幡のサクライ ソウ及びツクバネ自
生地」が八幡神社にある。 この他に、カタクリの 自生地も
ある。
約2haの 部落共有林が図12に示す ように1カ 所ある。
区財産 と しては、この他に農事実行組合の営農倉庫がある。
建設機 械置き場が点在 してあ り、集落景観を損ねている。
い らな くなった道具や機器を修理 して、必要 としている
国へ送る活動 をしているNGO「 自立のための道具の会」
が旭製材所内にある。
⑤既往の災害歴
平成12年9月 の集中豪雨で、河川沿いの道路が崩壊 し
た箇所が随所に発生した。
3)坪崎集落
①集落の立地条件 と構成
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坪崎集落は、図12に 示すよ うに日下部集落の東側、県
道490号県道笹戸 ・稲武線が県道453号牛地 ・足助線にぶ
つかる地点に位置 している。隣接す る日下部集落へは尾根
を一つ越 えていかなければならず 、隔絶感は強い。
町 中心の小渡までは9㎞ 、車で約35分かかる。
図15に 示す ように、 日下部、八幡集落 とは異な り、平
地部分は少ない。集落のほぼ中央を流れる段戸川の支流坪
崎川 沿いにわずかに見 られ る程度 である。
日下部、八幡集落同様に散在集落で、山麓斜面に6戸 の
民家 が分布 しいる。 なお、戸数 は最盛期は14戸 あった と
い う。かつては 日向、 日影の2組 構成であったが、現在は
一本化 している。
②農林業
農林業センサスによる農家数、経営農地面積、経営耕地
規模別農家数 の推移 を示 したものが表15である。
平成7年 セ ンサスでは農家数は4戸 であるが、平成13
年の農家台帳では、住民基本台帳状の世帯数6戸 の全てが
農地を所有 している世帯である。
平成12年 度では坪崎集落6戸 の うち飯米のみを作付け
す るいわゆる飯米農家が3戸 で、あとの3戸 は米を作って
いない。 日下部集落同様農業の比重は低い。農事実行組合
は一応形式的に存在するが、活動はほとん どない。
耕作放棄地や植林 された農地が増 えている。一番良い農
地が荒れ地化 している。手前か ら耕作放棄 されると奥の農
地は継続できないため荒れ地化 した農地 もある。ちなみに、
平成7年 セ ンサ スでは経営耕地面積は1.26haであるが、
平成13年 の農家 台帳 では坪 崎集落 の所有農 地 面積 は
4.97haとなっている。
表15坪 崎集落の農家数 ・農地面積等の推移
昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 8 6 6 6 4
事業農家 0 0 0 0 0
第1種兼業農家 3 2 0 0 1
第2種兼業農家 5 4 6 6 3
経営農地面積(ha) 5.17 4.73 2.93 1.71 1.26
田 3.33 3.46 2.46 L71 1.04
畑 1.08 1.17 0.39 0 0.22
樹園地 0.76 0.10 0.08 0 0
自給的農家 0 0 0 3 3
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
03ha未満 2 0 1 0 0
α3～ ρ5ha 1 1 3 3 0
0.5～1.Oha 4 4 2 0 1
LOha以上 1 1 0 0 0
林家は農業に対 してはあきらめているが、山す なわち林
業についてははあき らめていない。林業適地で、他地域 よ
り2～3倍 も木の成長が早いとい う。
明治期に国有地 を払い下げて もらった12軒 で平均的に
30町歩に分けた、同 じ条件にす るために、部分 ごと均等
配分 したので、林地は分散所有になっている。借 りる場合
には分散 していて問題があるため、林地の交換 分合が必要
だとの声 もある。
林道は整備 されているが、足助町や稲武 町に比べれば管
理 はよくない。
③生活環境
日下部、八幡集落同様 に実質的には公共交通機 関は利用
できない。最寄 りのバス停(稲 武町:小 田木、足助町:明
川)ま では、徒歩だ と90～120分位かかる。
保育園 と小学校 までは、徒歩で60分 位かか る。現在は
いないが、通園 ・通学の幼児 ・児童がいた頃は、 自家用車
で送 り迎 えを行っていた とい う。
中学校通学については、スクールバスが集落まで くるか
ら特に問題はない。
商品の購買先については、 日常食料品は足助町や稲武町
で、衣料品、電化製品、家具などは豊田市に依存 している。
一般診療所は町内(小 渡)か 足助病院を利用、歯科診療
所は稲武町の施設 を利用 してい る。小渡の診療所へは町の
送迎バス 「しあわせ号」が月1回(第1水 曜 日)きている。
簡易水道が整備済みである。
合併浄化槽を設置 した家が1戸 、簡易浄化槽設置 を設置
した家が2戸 ある。
可燃物 ゴミは 自家処理、不燃物 ゴミは月1回 の回収であ
る。
④地域資源
津島神社の行事 として、県指定無形民俗文化財 「坪崎の
火き り神事」(坪崎火き り神事保存会)が あ り、旧6月14
日に地蔵堂で行われる。継承の問題がある。
神明神社、旧道沿いに塞の神、権現 さま、山中に山の神
(お日の供養)、秋葉、金比羅、不動、風神 、稲荷、若 宮、
水神、地蔵堂(12月24日 「おいだて」)などが分布 して
いる。
区の財産は、地蔵堂の山と神明神社 の土地で ある。
全戸が 日下部集落の最光院の檀家 で、明治23年 頃でき
た共同墓地が集落中央の南側尾根の上に設け られてい る。
⑥既往の災害歴
平成12年9月 の東海 地方の集 中豪雨に より、集落内の
橋の部分が流木等でつま り、水が越流 し、道路が被害 を受
けた。
資料:農林業センサスより
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(5)コミュニティ活動 と地域の活動組織
集落 と築羽地区 レベル における現在のコミュニティ活動
の状況 と地域の活動組織について、以下に述べる。
①集落別に見た現在のコ ミュニティ活動状況
ア.日 下部集落
区長の下に組長が4名 いる。老人クラブは坪崎 と同 じ単
位になっている。消防団員(18～39歳)は2～3人いる。
実際は50歳 代まで参加 している。葬式組は以前、東平 ・
若林 ・蔵が入 ・日向の四組が葬式組を兼ねていたが、現在
は上 ・下の2組 である。区費は年20,000～25,000円で均
等割 りである。共同作業は、お祭 りの前に草刈 りや大雨の
あとの底 さらいを行っている。出不足金は半日3,000円、
1日6,000円を取っている。ただ し、自分の負担分だけ前
日にやる人もいる。集落のまとま りは良い方である。
イ.八 幡集落
婦人会は5年 前 になくなった。老人クラブは伯母沢と一
緒に行っている。消防団員はいない。区費は年10,000円
程度である。お盆前と祭 りの前に草刈 りと川掃除を共同作
業で行っている。出不足金は取っていない。集落のまとま
りはある。
ウ.坪 崎集落
老人 クラブは 日下部 と一緒であるが、活動に参加は して
いない。消防団は団員資格者(18～39歳)2名がいるが、
勤め人で活動 していない。戦前は秋葉講、念仏講があった。
現在は安藤姓(3軒)で 庚申講を続けている。区費は1,000
円/月 である。道路の草刈 りや川 さらいの共同作業は、年
に1～2同 行っている。出不足金は取っていない。集落が
一つの家族的な規模で、集落のまとま りは良い。
②築羽地区レベルのコニュニティ活動状況
コミュニティ推進協議会は、昭和57年 の農村総合整備
モデル事業の農村環境改善センター計画策定時に設立 され
た組織で、9集 落か ら構成 されている。組織構成は、会長
(1名)、副会長(2名 、区長会長 と地区女性団体 リーダ
ー)、常任委員 として総務部会(大 字 区長)、環境保全部
会(老 人クラブ代表)、広報部会(PTA代 表)、生産活動部
会(生 産組合長)、健康福祉部会(ス ポーツ委員 と消防団
代表)、生活改善部会(女 性連絡委員会代表)の6部 会が
ある。
会の行事 としては、8月 に盆踊 り、花火大会等の 「つ く
ばの夕べ」、9月 に保育所 ・小学校の運動会を兼ねた地区
全体の 「つ くばジャンボホ リデー」、11月には、小学校の
学芸会に文化展 を開催す ることが主な活動である。 この他
に、若者定着推進委員会が年3～4回 の四季のイベ ン トを
行っている。協議会の会費は戸当た り2,000円としている。
会の問題の一つに 「小規模集落の委員負担の問題」があ
り、坪崎、八幡、伯母沢、余平の小規模な集落では、負担
を軽減するため委員数 を減らしている。また、各集落で委
員が固定化 してきてお り、新 しい発想が出ないといった問
題がある。主婦は仕事、家事、役員 と3つ の役割を してい
て負担が多く、このため婦人会がなくなった。現在は、各
集落に 「女性連絡委員会」が設けられているが、連絡機能
だけで、活動への参加は自主的に行っている。
③地域の活動組織
ア.つ くば里づくりの会
平成元年に 「つくばねの会」が発足 した。 この会は、高
齢者を中心 とした生き甲斐づ くりの農業団体で、30種あ
まりの野菜を作 り、名古屋市農業文化園へのイベン ト(年
3回)参加な ど、都市住民との交流を積極的に進める等の
活動をしてきた。築羽地区は、旭高原の入 り口の地区なの
で、会 として野菜の直売所 を考えていたが、話 し合いの中
で加工施設 を建設することになった。 このため、平成11
年4月 に、つくばねの会から 「っくば里づくりの会」に発
展 した。会員は41名で、平均年齢は64歳で、60と70歳
代で、63.4%を占め、主に高齢者の女性が中心で、楽しみ
ながら活動 している。1口10,000円の出資金(174口)に
より運営が行われている。
つくば里づ くりの会は、槙本集落に農林産物加工施設 と
して建設された 「っくば工房」の運営、生産、加工、販売
を行っている。なお、会はつ くば工房の建設費の1割(360
万円)を 負担することになってお り、3年 据え置きで12
年間で返済する予定である。(平成14年度か ら返済開始)
会では無添加の漬け物を中心に、生鮮野菜、果物、雑穀
類、乾物など67種 類を生産 ・販売 している。漬け物は無
添加で、賞味期限が2～3週 間と日持ちしないためリスク
が大きい。また、味を出すのが難 しく、技術援助を受けて
いる。販路は、よつば農協、藤岡のグリーセ ンター、安城
市のデンパーク、旭高原、役場、姉妹都市新川町の学校給
食やイベン ト、153号線の ドライブインなどと、従来から
の名古屋市農業文化園のイベン トに参加 しているが、今後
は販路の拡大が課題である。なお、当初計画では時間給600
円を考えたが、現状は時給150～200円程度である。役場
か らは年8万 円の補助をもらっている。
イ.や まぶ き会
「やまぶ き会」は、昭和52年 か ら始まった小学校の緑
の少年団参加者の うち、1～3年 の女子児童の母親が中心
とな り、女性林業研究グループ 「築羽やまぶき会」が平成
3年4月 に設立 された。会員は13名(当初19人)で、「た
の しみ なが ら積極的に山と関わ りをもつ」、「暮 らしの中
に山で暮 らすゆとり」を目的に、i)海布丸太の生産を行
っている。海布丸太は、12～13年で販売できる。当初は300
本を植え、平成5年 に3,500本を3カ 所(会 員の休耕地2
カ所)に 植えた。手入れは、5～6月 に下草刈 り、と10
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～3月 に枝打ちを行ってきた。 当初計画の販売価格は1本
1,000'円であったが、昨年販売したときは1本400円であ
った。li)山菜 ・コシアブラの採取 ・販売も行 っている。
ハーブもやったが、手入れが大変で止めた。 垂)草木染め
は、旭高原で教室を開催 している。県少年自然の家の団体
利用 もある。 日当5,000円を会員に支給 している。また、
会員の作品を旭高原の施設で も販売 している。iv)旭林業
研究会の女性林業グループの指導による、間伐木の選定、
チェーンソーの扱い方、伐倒の仕方等の間伐体験にも参加
している。以上のような活動 しているが、会費は取ってお
らず、収益金で運営 している。
会の今後の問題は、i)年齢的に近 く話が通 じる当初の
会員だけで、運営されているが、出る人と出ない人に別れ
てきた。 五)染めだけをや りたいな どの希望者がいるが、
全体の活動で会が動いているので受け入れていない。 血)
海布丸太の伐採跡地を今後どのように利用するか。iv)旭
高原の教室で、機織 りや押 し花などを行いたい、な どを検
討 中である。
ウ.旭町林業研究会
昭和48年4月 に、林業経営の改善と林業技術の向上に
よる地域林業の振興を図るため、森林所有者、町、森林組
合職員が集ま り 「旭林業研究会」を発足。当初は、100名
程いたが、現在は20名程度である。
活動が衰退 していたが、昭和59年 に県の 「間伐やろま
いか運動」を契機に、研究会の建て直 しが行われた、その
一環で 「婦人林業教室」が企画 された。現在は、森林所有
者、製材業者、建築業者、森林組合が一体 となって情報交
換を行い、地域材の需要拡大、安定供給に努めている
グル ープの主な活動は、i)東加茂郡、豊 田市を中心に
趣味でログハ ウスを造っているグループへの材料供給や、
間伐材を利用 した内装材な ど地域材の需要拡大を行ってい
る。li)矢作川下流の岡崎市で親子による広葉樹の植樹 を
毎年行っている。上流の旭町に植樹することで、森林の大
切さを理解 してもらうことを目的に実施 しているもので、
年2回 の下草刈 りも実施 し、下流の人々との交流を行って
いる。 祖)女性林業 グループ 「やまぶきの会」の指導を通
して、女性にも森林 ・林業を理解 してもらい、地域の森林
を見直す機会をつ くり、家族 ぐるみで、森林の良さ、山村
に暮 らす良さを感 じ取って もらえればという期待がある。
今後の方向 としては、「旭町林業研究会の活動について」
によれば、水、緑、森林資源を介 した下流域 との交流を深
め、家を建てるなら旭町の木で、仕事をするなら旭町の山
で、嫁に行 くなら旭町へと、流域一体が共に生きるため、
息の長い活動が必要であるとしている。
エ.学 校林 と築羽みどりの少年団
築羽小学校は、明治7年 「清風館」の名称で開校 された
歴史を有 している。昭和15年の皇紀2600年記念事業 とし
て、学区民全員の力を集 め、学校林(第1)2.7haが現在
の旭高原元気村近 くの八幡字根山に設定 された。昭和18
年にスギ(1.5ha)、昭和20年 にヒノキ(05ha)を児童 と
学区民の手によ り植樹が行われ、昭和21年か ら10年間下
刈 りを実施、昭和38年 間伐 を実施。昭和46年 にスギ
(0.4ha)とヒノキ(03ha)が植林 されている。 さらに、
昭和47年には小学校敷地周辺の約30aを 第2学 校林 とし
て設置 し、一部にスギ ・ヒノキを植樹 し学習林とした。昭
和52年 には、健康教育の一環 として、間伐材 を利用した
トレーニングコースを設けた。
昭和52年 には、み どりの少年団を結成、緑化及び野鳥
保護等の活動を行っている。 これ らの活動に対 して、昭和
56年には全国学校林活動 コンクールで特選、昭和59年 に
は全国み どりの少年団団体活動発表会会長賞、昭和62年
には緑化推進運動功労者 として内閣総理大臣賞他、多数の
賞を受賞 している。現在小学校全児童19人 が参加 してい
る。活動の柱は、「自然を学ぶ活動」、「汗 して働 く活動」、
「郷土を愛する活動」の3つ の活動である。
主な活動の内容は、i)親子3代 にわたる長伐期優良林
を目標に育林活動 「ぼくの木、わた しの木」100年間100
本の継続測定、li)東海 自然歩道におけるネイチ ャーゲー
ム(音 探 し、動物の落 とし物探 しなど自然観察、その時期
でしか味わえない自然の味を楽 しむ)、血)「っくばク リー
ン大作戦」の一環として、学校か ら第1学 校林までのゴミ
拾いや樹木の名前付けなどの奉仕活動、iv)ほ場 を設 け、
花の咲 く木や実の生る木の苗木を養成 し、育てた苗木を矢
作川流域を中心に各地の小中学校や公共施設等に苗贈呈運
動、v)「 しいたけ園」を設け、菌打ち、観察、収穫の し
いたけ栽培や野鳥観察、vi)学校下の 「ふれあい農園」で
のサツマイモの苗差 し、ポップコーン、カボチャの植 え付
け、手入れ、収穫、W)県内各地の植樹祭等の緑化行事へ
の参加、なども行っている。
築羽地区の全戸で構成 される築羽育林会が平成5年 に発
足 し、育林会が学校林を所有、維持管理を行 っている。こ
の育林会や足助にある県林務課、旭町森林組合が主体でみ
どりの少年団の活動を支援 している。
オ.自 立のための道具の会
NGO「自立のための道具の会」は、1993年9月に、名
古屋で発足 し、あさひ製材協同組合のコンテナー倉庫を提
供された、道具の置き場としている。年4回 の道具修理の
ワークショップを開催、提供された道具の修理 ・整備を行
い、海外に送る活動を行 っている。現在は、道具のワーク
シ ョップと関連 させて、環境教育 も行っている。会では、
地区内に小型水力発電による街灯のエネルギー供給や道具
の博物館構想をもっている。
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5.家族構成か らみた集落の現状 と存続の可能性
5-1皆 瀬村における調査対象3集 落の場合
(1)家族構成の現状と将来予測
①将来予測の前提条件
現在の家族構成をもとに して、単純な将来予測を行って
みる。あ くまでもモデルであるので、個々の事情等は考慮
せず、家族構成員の内で最も若い年齢の人が75歳 に達す
るまでの年数 によって、各世帯の 「家」 としての存続につ
いて図式化 したものが図19である。75歳を過ぎても存続
する家はあるし、途中で他出後継者がUタ ーンしてくるこ
とも考えられるので、かな り厳 しい予測 となっている。
75歳未満 の人について、下記のよ うな世代区分を行っ
た。
ア、18歳未満 を 「子供世代」
イ、18歳以上40歳未満を 「流動世代」
ウ、40歳以上を 「定住世代」
「流動世代」は、集落に住みながら就業すると想定され
るが、今後の条件によっては集落を出ていく可能性がまだ
残されている世代である。
「定住世代jは 、流動せずに集落に残る可能性 が高いと
想定 される世代であ り、ここでは、40歳以上とした。
②年齢階層別人 口
調査対象集落の年齢階層別人 口を示 したものが表16で
ある。
表16年 齢階層別人口 ()内 は割合
o～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳～
中 ノ台 8
(79)
7
(69)
7
(69)
13
(129)
13
(12.9)
11
(109)
16
(158)
16
(158)
10
(99)
上生内 ll
(10.7)
10
(97)
8
(7.8)
5
(49)
13
(12.6)
13
(126)
12
(117)
26
(252)
5
(49)
沖 ノ沢 8
(10,7)
12
(160)
7
(9.3)
10
(133)
14
(18.7)
8
(107)
ll
(147)
4
(53)
1
(13)
資料:1999(平成11)年調査時点 の住民基本台 帳よ り作成
現在の各集落平均年齢は、中ノ台集落50歳 、上生内集
落48歳、沖ノ沢集落37歳であり、中ノ台 ・上生内集落と
沖ノ沢集落では10歳強の平均年齢差がある。
中ノ台集落は、表から読み取れるよ うに高齢者の占める
割合が高いが、現時点では定住世代を中心 としてきちんと
集落を維持 している。ただ し、彼 らがいなくなる頃も現在
の子供世代が集落に住み続 けていないと、定住世代だけの
集落になって しまい、いずれ集落維持に赤信号が点滅す る
ときが くる。
集落規模が中ノ台集落 とほぼ同程度の上生内集落もおお
むね同様な状況にある。
一方、最 も平均年齢の低い沖ノ沢集落は、30～49歳層
という流動～定住世代が中心 となっていて、当分の間は集
落の中核層がいなくなる可能性は低い。この年齢層が多い
ということは子供世代 も多いことになるが、問題は20歳
未満層の彼 ら子供世代が定住す るかどうかである。そ うで
ないと、集落全体の人口規模が小さい沖ノ沢集落では、集
落 としての活力がなくなってしま う恐れがある。
(2)世帯からみた存続可能性
各集落別の世帯(家)を 単位に、家族構成によって 「家」
としての存続可能性をみたものが図19-1～図19-3であ
る。 これは、今後、転入 ・転出 ・出生がないと仮定 したと
きの各世帯の存続年数を示 したものである。
それぞれの世帯で構成員全てが リタイア年齢(75歳)
に達するまでの年数を見たものである。その前提は現在の
流動世代 も子供世代 も全てが集落に残るという楽観的な予
測に基づ くものである。
なお、中ノ台集落では、調査時点で人生からリタイアす
ると仮定した年齢である75歳 以上のみの居住者か ら構成
された世帯が3戸 ありこれらは、グラフではマイナス側に
表現されている。
① 中ノ台集落(図19-1参照)
調査時点28世 帯中、後継者がいない(子 供世帯も流動
世帯もいない)世 帯が12世帯(43%)あ る。 これ らの定
住世帯は他出後継者がUタ ーンすることがない限 り、順次
減 ってい くことになる。およそ40年 後に世帯数が半分に
なる。役場担当者の話では、 「各種集落機能の維持等か ら
見て集落の存続が問題になって くるのは、世帯数がおおむ
ね10戸 程度になった とき」ということであった。 中ノ台
集落の場合は、50年後にその状態がや って くる。
②上生内集落(図19-2参照)
定住世帯のみの世帯の占める割合が中ノ台集落よ りもさ
らに高く、26世帯に対 し15世帯(58%)ある。世帯数が
集落維持の危険ラインである10戸 程度になるのは47～
48年後くらいである。
③沖ノ沢集落(図19・3参照)
沖ノ沢集落では、中ノ台 ・上生内の両集落 とは異な り、
定住世帯のみの世帯は1戸 しかなく、ほとんどの世帯は、
跡継ぎとなる世帯である流動世帯や子供世帯 との同居世帯
である。 したがって、中ノ台 ・上生内の両集落のように、
今後、年数の経過 と共に世帯が減 り続けるとい うことはな
く、居住者は高齢化す るものの、世帯数については、今後初
年程度は現在の規模をおおむね維持 していける可能性を有
している。世帯数が集落維持の危険ラインである10戸 程
度になるのは50年後である。
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図19-1中 ノ台集落の世帯別にみた継承 と家の存続年数
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図19-3沖 ノ沢集落の世帯別にみた継承と家の存続年数
(3)農地の継承 と維持管理
農地の維持管理については、農地所有者である現在の定
住世帯がリタイアし、後継の世帯に継承 された時が一つの
ポイン トになる。定住世代のみの世帯では、農地はどうな
るのか。後継世代である流動世代や子供世代が同居 してお
り、農地を継承 した場合でも、専業か兼業かは問わないが、
農地はある程度はしっか りと維持管理されて行 くのか どう
か。そこで、農地継承時期(現 在の定年世代が75歳 で リ
タイアーと仮定する)が いっ頃発生し、集落農地面積に対
するその面積割合を示 したものが図20である。
①中ノ台集落
中ノ台集落では、今後10年以内に集落農地の40%弱の
農地が定住世代から次の世代に継承 され る。 この40%と
い う割合は、他の2集 落に比べて著しく高いが、これは、
今後10年 間以内に相対的に規模の大きな農家が リタイア
年齢を迎えることによる。
中ノ台集落の場合、継承後の維持管理に不安がある後継
者世帯のいない農家の農地は、集落農地全体のおよそ40
%程度であ り、集落の農地の維持管理 をどうするかについ
てできるだけ早い時期に話 し合っておく必要がある。
②上生内集落
上生内集落の場合、農地の継承は今後20～30年後にピ
ークを迎える。
継承後の維持管理に不安がある、後継者世代がいない農
家の農地は、中ノ台集落よりもやや多く約50%で あり、
この集落でも中ノ台集落同様に、農地の維持管理が大きな
課題 となる。なお、この集落では、現時点で も荒れ地がか
な り目立っていることは既に述べた。
③沖ノ沢集落
上生内集落の場合 と同様に、農地の継承の ピークは、20
年後～30年後にくる。
沖ノ沢集落の場合は、現時点で農家にすべて後継世代が
居住 してお り、この点が他の2集 落と大きく異なる。一般
的に農村地域では、「農業は自分限 り」 とか 「後継 ぎに農
業は強制できない」 とい うような声を聞 くことがあり、必
ず しも後継世代がいるか らといって農地の維持管理が大丈
夫 ということにはならないが、維持管理が可能な後継世代
がいる分、維持管理については中ノ台 ・上生内両集落 より
も有利な状況にあるといえる。
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図20集 落別 の農地継承時期別 にみた、集落農地面積に
に対する継承対象農地面積の割合
注:当 該農 家 にお ける農 地継承時期(現 在 の定年世代が リタイア ー75歳と
仮 定す る時期)ご とに、10年単位で集 計 し累積値 を示す。
各集 落 とも4本 の数 値を加 えると100%に なる。後継者 の無(上 段)
は、現在定 年世代 のみで後継 世代が家 にはいな い農家 を示 す。 後継者 の
有(下 段)は 、後継 世代で ある流動世代 、子供世 代が いる農家 であ る。
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(4)属地的にみた農地の継承 と維持管理
定住世代が リタイア年齢(仮 定:75歳)に 達する と仮
定 しての農地継承時期について、集落全体の地区別農地面
積について、10年間隔で どの程度継承が発生するかをみ
た ものが図21である。
なお、農地の所有状況は、農家台帳の経営農地筆別票の
農家別の字別所有状況より分析 したものを、集落と農地の
分布状況 より地区別に解析 したものである。
以上より、農地の継承 と維持管理の問題点を明 らかにし
てみた。以下に各集落別に特徴を述べる。
①中ノ台集落
中ノ台集落の経営農地面積は2L4haで、集落の上流郡
部に16%(3.4ha)、集落居住部分に56.3%(12.1ha)が棚田
状に分布 し、集落下流部に21%(4.5ha)がやや平坦部にま
とまっている。集落外への出作分が6.7%(1.4ha)ある。な
お、平坦部のまとまった小規模な所有農地2～3枚 を 自力
でブルドーザー等により整地化 し、区画を拡大 した農地が
一部見られるが、その他は小規模 な農地となっている。
中ノ台集落では、既に リタイヤー年齢に達 して継承者が
いない農家が3世 帯ある。この内1世 帯が集落上流部に2
haの農地 を所有 し、集落中心部 に移転 してお り、耕作放
棄地となっている。
集落居住区域内の棚田農地部分には、集落全体の56%
強があ り、集落下流部のやや平坦部には、21%で、集落
全体の77%を 占めている。集落居住区域内の うち約37%
が継承者がいない農地である。また、集落居住区域内と集
落下流部では、継承者がいても20年 以内に農地継承時期
になる農地が、集落全体の約38%も あり、集落の農地の
維持管理を どうするか早期に話 し合いをする必要がある。
②上生内集落
上生内集落は、上生内地区の河川沿いの平場農地群、湯
ノ沢地区の高低差がある棚 田群、さらに奥地に点在す る山
林部の農地群から形成 され、基盤整備は行われていない。
上生内集落の経営農地面積は、17.7haで、上生内地区に
41.5%(7.3ha)、湯 ノ沢地区に24.2%(4.3ha)、湯 ノ沢地区
奥の山林部に23.1%(4.1ha)ある。
上生内地区と湯 ノ沢地区では、50%弱が継承者のいな
い農地である。特に、継承者のいない農地が、上生内地区
では30年以内に42%が 、湯ノ沢地区では20年以内に45
%が農地継承時期を迎える。
特に、湯 ノ沢地区奥の山林部では70%が 継承者のいな
い農地である。
今後10年 間の内に集落全体における将来の土地利用計
画を考えておく必要がある。
③沖 ノ沢集落
沖ノ沢集落は、河川沿いに農地が形成 されてお り、集落
の上 下に2団 地化 してお り、基盤整備 は行 われてい ない。
沖 ノ沢集 落の農地所 有面積 は、17.6haで、集落の居住 地
区周辺 に30.9%(5.4ha)、集 落の 下流 部に31.2%(5.5ha)、
集 落の上流部 に31.2%(5.5ha)とほぼ3等 分 され た分 布
にな ってい る。 この他 に 山林部 に1.2ha(6.7%)の農 地が
分 散 してあ る。 なお、集落外 への出作 はない。
沖 ノ沢集落 では、全ての世帯 に後継 者が い る状態 である。
地区別での大 きな特徴 は見 られ ない が、農地継承 時期は 、
どの地区 も20～30年 後 には ピークを迎 え、集 落全体の 半
分の農地 で世代 交代が発 生す る。 も しも、現在 の流動世代
が定住 しない と大 きな問題 に なる。
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図21集 落別 地区別農地 の継 承時期別 にみ た農 地面積
注:地区別の図左側の後継者無は、現在の定住世代がリタイア年齢に達し
た場合に後継者がいない場合である。図右側の後継者有は、流動世代や子
供世帯が同居していおり、耕作が引き継がれると想定する場合である。
一72一
農山村集落における新たな集落空間の維持管理手法に関する研究一秋田県皆瀬村と愛知県旭町の農山村集落を事例としで
5-2旭 町における調査対象3集 落の場合
(1)旭町の世帯構造からみた集落存続の可能性
調査対象3集 落の家族構成別の世帯数 を示 したものが表
17である。年齢が65歳以上の高齢者のみの世帯が各集落
30～40%を占めている。
単身家族注6は高齢者の単身者だけで4世 帯ある。
単純家族は18世帯で、この内、高齢者のみの夫婦は15
世帯(30.6%)いる。今後、1人 暮らし老人になる問題 と
その後の世帯消滅につながる問題がある。なお、単純家族
で子供有 りは、教員住宅世帯を含む3世 帯にすぎない。
2組の直系夫婦の世帯は25世 帯で、高齢者の世帯主が
6世帯、65歳未満の世帯主が19世帯となっている。世帯
主が高齢者層で子供のいない場合には、高齢者が高齢者の
面倒見るといった状況の問題がある。また、世帯主が高齢
者層で子供のいる場合、この子供とは、30歳代2世 帯、40
歳代1世 帯で、いずれ も独身(男 性:2、 女性:1)で 、
親の面倒を見るために残っている現状がある。
3組の直系夫婦の世帯は、日下部集落 と八幡集落に各1
世帯見 られる。
表17調 査対象3集 落の家族構成別世帯数
家 族 構 成 日下部 八 幡 坪 崎
単
身
高齢者の単身世帯 3(10.3)一 1(16.7)
65未満 の単身世帯 一 一 一
単
純
家
族
高齢者夫婦のみ世帯 8(27.6)6(42.9)1(167)
65歳未満 夫婦のみ世 帯 一 一 一
高齢夫婦と子供の世帯 一 一 一
65歳未満の夫婦と子供世帯 1(3.4)1(7.1)1(16.7)
複
数
家
族
2組
の
夫 婦
世帯
世帯主
高齢者
子供無 2(6.9) 一 一
子供有 1(3.4)1(7.D 2(333)
世帯 主
65歳未満
子供無 4(13.8)4(28.6)一
子供有 9(3LO)1(7.1)1(16.7)
3組の夫婦世帯 1(3.4)1(7.1) 一
合 計 27(100)14(100)6(100)
注:平 成13年1月 時点/農 家台帳 を基 に各 集落の代表者 か らの聴 き取 りに
よ り作成 した。 高齢者は65歳 以上 として い る。非 同居は カウン トして
いない。八幡集 落では平成12年中に教員 住宅の1戸 が転居 し、世帯数は
15→14にな っている。
表18は農家(平 成13年の農家台帳に記載 されている世
帯)を 対象 として、10年・20年後の家族構成を予測 した
ものである。想定に際しては、①20歳 以上の新規転入が
ないこと、②現在20歳 未満の居住者については高校進学
時から転出すること、③平均余命は、男性77歳、女性83
歳であること(厚生省大臣官房統計情報部の平成7年 都道
府県別生命表の愛知県データーを参考)を 前提 とした。
平成13年時点の農家数は、日下部集落27世帯、八幡集
落12世 帯、坪崎集落6世 帯だが、上記前提条件で将来を
想定すると、10年後の平成23年 には、日下部集落が27
世帯→5世 帯減の22世帯、八幡集落が12世帯→3世 帯減
の9世 帯、坪崎集落が6世 帯→世帯減な しの6世 帯 となる。
さらに10年後、現在から20年後の平成33年では、日下
部集落は27世帯→12世帯減の15世帯、八幡集落は12世
帯→5世 帯減の7世 帯、坪崎集落は6世 帯→2世 帯減の4
世帯 となる。なお、坪崎集落では、高齢者を見ていた単身
の後継者転出した場合には2世 帯だけになる。
坪崎集落は大分以前から小規模集落のまま推移 してきて
いることを考えれば、3集 落共に、人 口減少 ・高齢化がよ
りいっそ う進むことは明らかなことだとしても、世帯数減
から見た集落の消滅 とい うことは、10年～20年程度の期
間には多分ないであろうとういことが予測され る。
表18調 査3集 落のIO・20年後の家族構成別農家世帯数
日下部 八 幡 坪 崎
平成13年の農家数 27 12 6
10年後 20年後 10年後. 20年後 10年後 20年後
10・20年後の農家数 22 15 9 7 6 (4)
単身
家族
高齢者の単身 6 2 1 1 2 1
65未満 の単身 一 一 一 一 一 (2)
単純
家族
高齢夫婦世帯 6 9 3 6 3 1
65歳未満 夫婦 6 3 2 一 1 一
2世
代
世帯主高齢者 一 1 一 一 一 一
世帯主65歳未満 4 一 3 一 一 一
注:平 均余 命は 、厚 生省大 臣官房 統計情報部 の平成7年 都道府 県別 生命 表
愛 知県デ ーターを基 に、男性=76.9歳、女性:82.8歳を用い て行 って い
る。 なお 、人口につい ては20歳 以上につい ては封 鎖人 口と し、20歳未
満 は、高校進学 時か ら転出す る もの と仮定 して推移 予測 を行 った。
(2)農家世 帯の推移 と農地 の維持
集 落内 の農 地 を①世 帯が消滅 した農 家の所 有す る農 地 を
「耕 作不 能 」、②高齢 者 単身世帯 ・高齢者 夫 婦世 帯に該 当
す る農家 の所 有農 地 を 「高齢者 耕作j、③ 前記 ① 、② 以外
の農 家の所有農 地 を 「高齢 外農地」 として、3分 類 に分 け
た時 のIO・20年 後の各 時点でのそれ らの うちの総計 を グ
ラフ化 した ものが図22で ある。
① 日下部集落
日下部集落 の農 地は 、21.7haで、現 在は高齢者 世帯 の耕
作 は7.8ha(35.9%)であ る。10年後、20年後 も高齢者 が
耕作す る面積 は36%程 度 で ある。死 亡に よ り耕 作不能 に
な る農地 は、10年後は、4.2ha(19.3%)、20年後 には10.4ha
(47.8%)になる。
② 八幡集 落
八 幡集 落の農 地は 、9.7haで、現 在 は高齢者 に よる耕 作
は25ha(25.7%)である。20年 後 には4.9ha(5L1%)
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にな る。死 亡に よる耕作 不能農 地は 、10年後 に2.4ha(25.1
%)、20年後 に は3.4ha(35.1%)とな る。
③坪 崎集落
坪崎集 落 の農 地 は、5.Ohaとわず かで 、既 に高齢者 に よ
る耕 作 が2.5ha(50%)とな ってい る。IO年 後 も同様 で あ
るが、20年 後 には、死 亡 によ る耕 作不能農地 が25ha(50
%)出 現 す る ことにな る。
以上 の よ うに、20年 後 には 、 日下部集 落では50%、 八
幡 で は35%、 坪 崎で は50%の 耕 作不能 農地 が 出現 す る。
また、高齢 者の耕 作の場 合 には、必ず しも所有農 地全 て
を耕作 す る ことは困難 にな るの で、 これ らの農地維 持 も含
めた対 策が 必要 であ る。
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図22集 落別の家族構成変化 と耕作状況の推移予測
表19集 落別家族構成変化 と所有農地の維持管理
高齢外耕作 高齢者耕作 耕作不能 計
日下部
現 在 1354 7.80 0.37 2L71
10年後 9.63 7.90 4」8 21.71
20年後 3.44 7.89 10.38 2L71
八 幡
現 在 6.28 2.49 0.90 9.67
10年後 5」3 2.12 2.42 9.67
20年後 L34 4.94 3.39 9.67
坪 崎
現 在 2.47 250 0.00 4.97
10年後 2.19 2.78 0.00 4.97
20年後 2」9 0.28 250 4.97
単位lha
6.調 査対象集落の問題点と課題
前述までの既往の文献や資料及び現地踏査等からの現況
把握、集落座談会及び集落や地域の組織代表者等による聴
き取 り調査、世帯継承 と農地の維持管理の分析等から、2
町村の地域及び調査対象各3集 落に関わる問題点と課題を
調査地別に整理 したものを以下にまとめる。
6-1皆 瀬村及び調査対象集落から見た問題点と課題
(1)中山間地域の農業基盤の問題 と課題
①水稲偏重の農業生産
以前の主要換金作物は米 と葉タバ コであったが、収入を
確保する目的から、主たる担い手が恒常的勤務に出るよう
になった農家では、生産調整等を契機 として葉タバコを廃
作 し、その畑を水田化 してきたために集落全体として見る
と、極めて稲作偏重の農業生産が行われている。
ところが、以下の②に述べるように、生産基盤である水
田は山間地に点在 し、米に関 しては低コス ト生産は難 しい
ものの、品質に関する評価は高 く、皆瀬村産を指定する卸
業者もいる。そのため、高品質米 としての流通 ・販売対策
を確立することが必要である。
②小規模かっ傾斜地立地の農地
棚田状の耕地条件であるが、いずれの集落でも見た目ほ
ど困っていないのが現状である。大区画ではない ものの、
恒常的勤務者(サ ラリーマン)が 耕作する条件は整ってい
るので、水田に対 して新たな投資をする意欲はない。本当
に不便な所は独 自に整備 を行っている。従って、補助事業
として展開する程の規模 にはない小規模な整備需要に応え
るような、集落独 自の整備への支援対策が必要である。
③農業用水
中ノ台集落は用水路整備が済んでお り、85%程度が受
益地となっていて、集落で維持管理も行われている。
上生内、沖ノ沢の両集落は、個人単位にあるいは数戸単
位で沢水を利用 している。ただ し、用水路は土水路やホー
ス等で未整備である。沢水利用の場合、夏の渇水期には一
時期枯れることがある。
④農道
幹線的な農道については、道路密度 ・配置 として見た場
合には、十分 とは言えないがほぼ網羅 されている。ただし、
ほ とんどが未舗装で、幅員が狭い箇所が多い。支線農道は
未整備である。集落の居住区域外の上流部農地は、林道が
通作道を兼ねた状況になっている。
(2)耕作放棄地
①集落居住区域内の耕作放棄地
農家の離村に伴い、屋敷周 り農地が耕作放棄され、荒廃
化 していること、及び茅葺き民家が維持管理されないまま
放置 され、屋根が朽ち果て残骸状態になっていること等か
ら、在村者への心理的影響や景観上の問題がある。特に、
上生内集落の湯ノ沢地区と沖 ノ台集落で見られる状況は、
規模の大きな農家の離村で、耕地面積 も大きく、土地利用
上でも問題である。
②移転に伴 う耕作放棄
中ノ台集落の木鐙地区は、中ノ台集落の中心部よ りも奥
地にあるが、高齢化に伴い集落中心部へ移転 した。農地は、
一時集落内の人が耕作 していたが、現在は耕作放棄され荒
地化しつつある。
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③集落居住区域外の耕作放棄地
集落の居住区域から離れた農地については、集落の居住
区域 よりも通作距離の遠い方の農地が維持 され、中間地帯
の耕作放棄地が目立っ。特に上生内集落では農地の立地構
成からその傾向が明瞭に現れている。
④対応の方向の課題
耕作放棄地になると、2～3年 でヤブ化 して しまい、他
の農地に与える影響、あるいは景観上からも放置はできな
い。なお、近年は木材価格が低迷 していることもあり、耕
作中止に伴 う杉等の植林 しない傾向にある。
対策の方向としては、既存の全ての農地を保全活用する
ことは現実的ではなく、まず、地域全体の状況を把握 して、
計画的に放棄する農地と保全活用する農地とを、地域の話
し合いで確定 していく必要がある。ただ し、保全活用 とい
っても 「だれが」とい う問題が残 り、全体としての担い手
の減少、農地 としての立地条件の悪 さ等か ら、いわゆる流
動化による保全活用には大きな期待はできない。
(3)所得確保、就労の場の確保
農業経営は、養蚕か ら葉タバコに移 り、さらに水稲 をつ
くるようになったとい う経緯がある。近年は生産調整 によ
る休耕田で、村が奨励 してソバ栽培を行ってきている。 し
か しなが ら、上述のように3集 落 ともに農地は小規模で、
専業農家 として自立するのは難 しく、兼業でいかざるを得
ない状況である。
①兼業化の深化
平均的には兼業状態が深化 してお り、「兼業農家」 とい
うよりは、多くが 「兼業サラリーマン(水 田を持 ったサラ
リーマン)」化 しているのが実態である。兼業先は、地場
産業の稲庭 うどんや川連仏壇等がある隣接の稲川町を中心
に、湯沢市、横手市、十文字町 となっている。 しか し、稲
庭 うどんは不景気、仏壇はライフスタイルの変化で売 り上
げ減、企業の村内誘致は困難等、安定兼業から不安定兼業
になりかねない問題がある。
②村内 ・集落内の就労の場
村内に若者の就労の場がない。そのために若者が村外へ
転出 し、後継者のいない農家が多くなっている。
稲庭 うどんの工場が沖ノ沢集落に2軒 あり、女性の就労
の場となっているが、近年は不況の影響を受けて経営が難
しい状況になってきている。
③林業 と地域資源
林業も以前ほ どの比重はないが、重要な就労の場である。
現在の森林組合技能班は6班23名 で、平均年齢は63歳と
高齢化 している。
維持管理について も問題があり、木材価格が低迷等によ
り管理が粗放化 し、あまり手入れはなされていない。
共有林の維持管理については、村行造林や作業道の整備
を行っているが、共有林の維持管理にはさらなる作業道の
整備が必要である。また、共有林については転出者にも使
用権があ り、その利活用には彼 らの意向は無視できないた
め、面倒な調整が必要である。
豊富に残る雑木林には、豊富な山菜 ・きのこ資源があ り、
他県から業者が採集にくるほどであるが、村内での利用は
行われていない。 しか し、地元では山菜 ・きのこ資源の豊
富さと、利活用対策の必要性に関する指摘がある。
(4)生活環境
①上生内集落の県道と沖 ノ沢集落の 「行き止ま り道路」
上生内集落を通る村道が、広域市町村計画の広域的な見
直しにより県道に昇格 したが、整備が遅れている。地域住
民にとっては、生活に不便 をきた しており、早期の整備 が
望まれている。また、沖ノ沢集落では、隣の増田町に抜け
る道が作業林道 となってお り、日常生活上、行き止ま りの
集落となっている。このため、行き止ま りを解消するため
に道路整備の要求がある。
②冬期間の道路機能維持
幹線道路は、現在はほぼ通勤前の早朝時間には除雪され
ている。ただし、以下のような冬期間の道路問題がある。
ア.集 落内道路の除雪問題
集落内の幹線道路は除雪が行われているが、除雪道路か
ら各宅地までは、各 自で雪踏みを行 う必要があ り、特に高
齢世帯では負担になっている。
イ.車 庫周 り除雪処理
冬期間は、車の車庫を除雪道路の近くに設けている例が
多い。通勤等で車を利用するためには、各戸で車庫周 りの
雪を手作業か小型除雪機等で除雪処理する必要があ り、こ
の作業時間が負担になっている。
ウ、高校への通学
村内の幼稚園 ・保育所、小 ・中学校へはスクールバスが
運行 されてお り、通年通学問題はなくなっている。しかし、
高校へ通学する場合は、湯沢市や横手市へのバス路線停留
所まで、徒歩か 自転車等で出なければならない。今回の調
査対象集落はバス路線から遠距離にあ り、特に冬期間は停
留所まで自家用車等での送迎を行ってお り、住民の負担 と
なっている。
エ.通 勤に時間がかかる
湯沢市、十文字町、横手市等への村外通勤着が多いが、
冬期間は除雪 され るようにはなったものの通勤時間が長く
なってしま う。 このため、冬期間は通勤先の近 くに下宿 し
ている人もお り、経済的な負担 となっている。
③若い人のたまり場がない
せっかく若者が残 っていたり、Uタ ーンしてきても、集
落には集会所があるだけで若い人のたまり場がない。
④子供の遊び場の問題
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遊びの形態の変化 とい うことも影響 しているが、農林地
等、自然の遊び場は豊富であるが、集落内道路も限定 され、
安全に自転車に乗った りするような子供の遊び場がない。
(5)高齢者に対する支援
① 日常生活の支援
高齢者への 日常生活支援 としては、現在、公的なサービ
スとして、診療所への患者の送迎用訓練(診療)バ ス、「シ
ャイン トピアみなせ」からのデイサービスのための福祉バ
スが、各集落に週1回 きている。 この他に、農協の食材サ
ー ビス、民間業者による行商等が行われている。
特に、高齢者にとって冬場の支援は重要で、除雪道路ま
での雪踏みや屋根の雪下ろしは重労働であり、地域の中で
の相互扶助や連携による支援体制が必要である。また、高
齢者のみの世帯が増加するため、現在以上に保健、医療、
福祉等の面で支援サービスが必要にな り、高齢者世帯が住
み慣れた地域で住み続 けられ るためにも、冬場の高齢者ケ
アハ ウス的な施設の検討も必要である。
②農林業の支援
農林業を持続する意欲があっても、作業上で重労働の部
分があ り、これが切 っ掛けで 「農林業の停止」 ということ
もな りかねないため、これ らの作業の援助をす るような支
援体制が、生活支援 とは別に必要である。
③集落維持の支援
冠婚葬祭、道普請や溝 さらい等、集落維持の共同作業は、
後継者 不足で高齢者に頼 らざるを得ない状況になってい
る。 このため、集落内に在村する高齢者の負担が増加 して
お り、何 らかの行政の援助や新たな支援が必要である。
(6)世帯の継承
①嫁 ・婿不足
両親の面倒を見るために子供が残る場合があるが、嫁に
くる人がいな くて結婚できずにいる単身男性が多 く、嫁不
足の問題 となっている。一方、女性だけの子供の場合に、
以前は養子縁組等で家を継承 してきたが、近年は養子のな
り手 もなく、婿不足 といった問題 も出てきている。
②後継者の村外転出
後継者が転出するには大きく二つの要因があり、これ ら
の要因が互いにか らみあって、転出が進む。
まず第一の基本的な要因は、就労の場がないということ
である。村内または通勤可能な上位都市での就労の場が少
ないため:U・Jタ ーンは少ない。Uタ ーン者の中には、
就労の場がないため、再度村外に転出して行く人 もいる。
第二は高学歴化が要因である。村内には高校がなく、進
学者は村外に通学す るしかない。 さらに大学等へ進学 した
場合には、ほとんどがそのまま村外で就職するため、後継
者不足になっている。
(7)山村生活のライフスタイル ・知恵 一地域資源の再評価
山村地域での定住を可能ならしめるためには、長年の間
に培われてきた山村生活のライフスタイル ・知恵あるいは
地域資源を再評価するとともに、それに対する支援が必要
になる。以下に、評価の対象とすべき事項を列挙 してみる。
①多世代居住
3世代以上の世帯は、沖ノ沢集落で8世 帯(50%)、上
生内集落で11世帯(42%)、中ノ台集落で14世帯(50%)
で、約半数が複合世帯である。多世代居住の場合には、農
作業、山の仕事、通勤 しての仕事、子供の世話、家事等そ
れぞれの役割分担があ り、特定の人に負担が集中すること
がないよ うになっている。今後の集落や家族の維持を考え
た場合、多世代居住の再評価を行 う必要がある。
②夏山冬里生活の支援
冬場の雪の時期には村内の中心地や村外に在住 し、雪の
融けた4月 末から根雪になる前の12月 頃までは、山間に
ある元住居に住むとい う、いわゆる 「夏山冬里」生活着が
ごく少数だがいる。山での滞在中は、空気が綺麗で涼 しく、
食べ物も家庭菜園で採れ、自給 自足の生活が得 られている。
この夏山冬里生活者 を支援するために、冬場の屋根の雪下
ろし等の家を維持管理する新たな支援が必要である。
③沢水利用の山村生活
生活用水(飲 雑用水)と して沢水が利用されている。沢
水は無料なので生活費の負担がない。近年、簡易水道が中
ノ台集落 と上生内集落で整備 中で、沖 ノ沢集落では計画中
である。水道の普及により使用料金の問題が出てくる。
従来、沢水は屋敷周 りに池(冬 場のタンパク質確保のた
め鯉等を養殖)の 水 として、あるいは融雪のために利用 さ
れており、山村で暮 らす知恵 として、これ らの効果を再評
価 し、沢水を積極的に利用す る方法を検討する必要がある。
④空き家や廃屋
伝統的な茅葺き民家が、離村に伴い空き家化する場合、
数年で廃屋化、廃城 となっている場合が見 られ る。空き家
も重要な地域資源であ り、その再生と活用を検討する必要
がある。 このため、所有者の離村に伴って集落に使用権を
移転する等の新たな維持管理手法を構築が必要である。
⑤里山
地域には、山菜(ぜ んまい)、きのこ、炭、川連漆器関
連の椀木の木工製品等、山林関連の豊富な地域資源あるい
はそれを活かした産物や製品があ り、今後はこれ らの再評
価を行い、地場産品の開発等を検討す る必要がある。
また、以前は鹿野畠(か のきり)と呼ばれた焼き畑が行
われ、ソバ、粟、キビ、豆類等の非常食の供給が行われて
いた。このような焼き畑による里山の維持管理等について
も再評価 し、復活する等の検討を行 う必要がある。
(8)都市農村交流 と地域支援
①都市農村交流 と快適環境の二面性
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地域の活性化の有力な手段の一つがいわゆる都市農村交
流であるが、ただ、それについては、都市住民にとっての
快適環境 と地元住民にとっての快適環境は異なるとい う問
題がある。住民意見の例では、都会の人は トンボが飛び、
ドジョウやメダカが泳ぐ環境を求めるけれど、それは地元
の人間にとってはアブやカ、ブヨがいる環境を意味 してい
て、決 して快適な環境ではない。類似の問題 として、この
他、棚 田状の耕地景観と生産性 ・労働環境の問題、茅葺き
の古い住宅における居住性の問題等があり、二つの快適環
境を両立させる技術的、経済的対策が必要である。
② 「東京皆瀬会」との連携
皆瀬村には、東京に在住する村出身者で組織 された 「東
京皆瀬会」がある。現状では年1回 の会合が持たれるだけ
の組織であり、役場によれば、メンバーは基本的には村を
追われた次三男が多く、皆瀬村に対する応援団として現在
必ず しも十分に機能 しているとは言い難い状況にあるとい
う。今後は、ふるさとに対する応援団の復活を目指 して、
村の活性化等に対する彼 ら都会生活者の目か ら見た意見の
聴取等、より一層の協力関係 を築 く必要がある。
(9)村内の各種地域組織の連携
①既存組織間の連携
村内には、農協、森林組合、商工会等の各種組織がある
が、相互の話 し合 う場が不足 している。今後は、む らづ く
りに関心のある全ての人、あるいは組織が互いに実質的に
連携が取れるようなシステムを工夫す る必要がある。
②皆瀬村活性化センターの役割 と支援
村では、各種組織の中心的な組織 として皆頼村活性化セ
ンターが大きな位置を占め、第二の村役場のよ うな存在に
なっているが、資金面で問題を抱えている。管理料 とい う
形で赤字分を支出する村に しても、苦しい財政事情のもと
でこれ以上の負担は困難であろう。 しか し、このセンター
は、今後各集落の活性化にとって果たすべき役割や期待は
極めて大きいため、何 らかの赤字補填対策が必要である。
6-2旭 町築羽地区と調査対象3集 落の問題点 と課題
(1)農林業の振興等
農地や林地の最低限度の維持管理をしつつ、引き続き付
加価値の高い農林産物の開発等、農林業による所得向上策
を模索 していく必要がある。
(2)住民 自らによる土地利用計画づ くり
耕作放棄地が増加 しているが、未整備農地のみな らず、
整備 された農地までが放棄 されつつある。放棄に際 して植
林す る場合もある。一番良い農地が荒れ地化 していたり、
手前から耕作放棄されると奥の農地は継続できないため荒
れ地化するなど、農地の維持が難 しくなってきている。
また、八幡集落の場合、建設機械の置き場が6カ 所あり、
しかも分散 しているため集落景観 を損ねている。
空き家の利用等 も含め、集落の土地利用のあり方、管理
の仕方などについて、集落住民が話 し合い、対策 を考える
ことが必要である。
(3)コミュニテ ィ再編
過疎化、高齢化等の進展により各種の集落組織がなくな
ってしまったが、存在 している場合でも活動があまり活発
ではない。また、世帯数が減少 したためコミュニティ組織
の役職や区の行事の役割負担が増加 していることもあり、
若者や婦人の中には組織に参加 しない者もいる。
例えば坪崎集落の場合、将来集落に残るのは山仕事の関
係世帯1軒 にみの可能性がある。 しかしその場合でも、町
内の生駒地区小満野集落で1軒 だけが残 って生活 している
事例のように、集落再編をせずに、1軒 だけ残ることを考
えている。このため、地元では将来的には集落移転ではな
く、行政区のコ ミュニテ ィ再編を考えている。
ただ し、実現の可能性については、ヒア リングによれば、
「今のお年寄 りがいる内は難 しい」 とい う見通しである。
また、「各集落の行事の統合や神社の合併」が行政区統
合の条件という指摘もある。 ただ し、神社についてはどこ
の集落も朽ち果てかけているため、それほ ど問題ではない
という意見もある。
ただ し、行政側は、コミュニティ再編よりも市町村合併
の方が当面の課題と考えている。
なお、コミュニティ再編 を行 う場合に、集落財産(区 有
林、自前の施設等)の 取 り扱いを検討する必要がある。
(4)移住希望者の受け入れ
①受け入れ側の意識問題
受け入れ側の意識 として、特に高齢者には 「部外者の受
け入れをして、今住んでいる方が肩身の狭い思いを した り、
伝統行事がや りにくくなった りしたら、かえって快適農村
じゃなくなるとい う心配 もある」 とい う意見のように、や
や消極的 ・否定的な意見を持っている人が多い。高齢者の
意識改革 ということは、なかなか難 しいとは思 うが、地域
として受け入れ る以上は、行事等への参加 ・負担のあり方
の点検等、Uタ ーン者も含めて移住希望者が入 りやすい受
け入れ態勢をつくることが必要である。
また、新規移住者の受け入れのためには様々な機会 を通
じて、地区の存在 ・すばらしさ等を外に知 らせることが重
要であ り、そのための行政等の支援 も必要である。
受け入れる人のタイプとしては、職 を持っている人や旭
町で産業をおこし得る人に限定しても面白い。また、陶芸
家などが入ってきた りすれば、それを慕ってくる人も入っ
てくる可能性がある。森林組合で働いていて土地を探 して
いる人や定年になったら住みたいとい う人など、いろいろ
な受け入れタイプが考えられる。前述のNGO「道具の会」
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の活動を通 して、名古屋在住の木工家、和歌山在住の陶芸
家が当地で活動 したい旨の希望が寄せ られている。
(5)保育園 ・小学校の維持
築羽地区には、へき地八幡保育所と築羽小学校があるが、
年々園児数、児童数が減少 している。保育園の場合、平成
元年には3、4、5歳 児あわせて16名いたが、平成12年
には6名 に減少 している。また、小学校は、平成元年の62
名(5学 級)の 児童数か ら平成12年には19名(3学 級)
に減少 している。
保育園はともか く、小学校は地域のシンボル的施設であ
り、廃校につなが らないためにも児童数の回復が課題にな
ってお り、(2)とも関連するが、地元では、1998年1月に
小学校のOBやPTAを 中心に 「若者定着推進委員会」を
発足 させて検討を行 っている。
若者定着推進委員会による対策 としては、①都会の学校
等 との交流学習やふるさと留学制度、②山で働 く森林組合
職員や旭高原 の職員に住宅希望者がいるので、住宅整備 を
考える、③町内に実家のある人のUタ ーンの促進、④道路
等の整備により30分 通勤圏構想(働 く場所の確保)等 が
提案 されている。
この委員会が、平成11年 に実施 した築羽小学校の卒業
生で、現在町外者で、調査時点で入学前か小学生のいる家
族を対象に したアンケー トでは、「築羽地区に帰る予定は
あ りますか」 との問いに対 して、回答総数57名中、「帰 り
たい」が10名(17.5%)と「帰る予定がある」が15人(26.3
%)で 、25名(43.8%)が築羽地区に帰る希望があると
している。
この他に、平成11年 度か ら地域の良さをア ピールする
ため、春のタケノコ、夏の川、秋のサツマイモ、冬の餅つ
きなど年3～4回 の交流イベン トを開催 している。
(6)空き家の活用
坪崎集落では、尾張旭市市民の別荘 として空き家利用が
1軒見 られ る。 日下部集落には空き家が2軒 あり、いずれ
も管理されず、1軒 は廃屋状態で、農地 も荒廃 している。
町では、「UJIターン推進事業」の一環 として、町内に
家屋 ・土地 を所有し、町外に住所 を有する者の79名 を対
象に 「家屋 ・土地の現況及び将来の利用方法、売却等の意
志の有無」について調査 を実施 した ところ、55名から回
答が得 られ、「家屋または土地を売った り貸 した りしても
よい者」9名(16%)、 「売った り貸 した りするつも りの
ない者」34名(62%)、「現時点ではなんともいえない者」12
名(22%)で 、現時点では、所有意欲が強 く、売った り
貸 したりしてもよい者は2割 弱とい う結果であった。 しか
しながら、今後も空き家が増 えることは確実であ り、所有
者 との調整を図 りつつ、その活用策を検討する必要である。
(7)道路 ・交通の整備
①地域間幹線道路の整備
旭町は通勤兼業地域で、通常は豊田市の トヨタ関連企業
等への1時 間以内の通勤可能地であるが、朝の通勤時は豊
田市内が渋滞 して1時 間半以上かかる。そのため、豊田市
内に勤める場合、豊田市内に家をっ くって転出する事例が
多 く、町や地区だけでは解決できない課題である。
②地域内幹線道路や集落間連絡道路の整備
築羽地区 と小渡地区間の地域内幹線道路、 日下部集落と
坪崎集落間の集落間連絡道路、町内の牛地地区と足助町の
地域間連絡道路の一般県道の拡幅整備が必要である。
③バス路線の充実
路線バス廃止の経緯を考えれば実現が困難なこととは理
解できるが、名古屋など遠方へのアクセス条件の改善、豊
田市内の高校への通学等のためにも、最寄 りの駅までのバ
ス運行の確保や町営バス路線の整備 ・充実が課題である。
(8)生活環境整備
①高齢者医療福祉の問題
寝たきりなどの在宅介護は、隣町の足助病院から訪問看
護の医師派遣を受けている。介護保険対象者以外の高齢者
は、自分から病院に行かなくてはならず、病院へのタクシ
ー代等の交通費が 自己負担になっている。
月1回 の小渡の診療所への送迎バス(し あわせ号)が あ
るが、運行回数の充実を図る必要がある。なお、現在不足
している特別養護老人ホームは、平成15年 開業を 目標に
足助町、旭町、下山村、稲武町の3町1村 の広域行政で足
助に痴呆老人を含む100床規模の施設を計画中である。
②冬期間の雪問題
旭町は多雪地帯ではないが、降雪があり、特に坪崎集落
では、例年雪のため1週 間くらい交通が困難になる。幹線
道路はともかく、除雪は基本的には個人任せで、負担にな
っている。集落戸数が少ない こと、家が散在 していること、
常時降雪があるわけではないこと等によりなかなか組織的
な対応を取 りに くい。行政を含めて話 し合い、対策をルー
ル化 してお く必要がある。
③自然エネルギーの活用
例えば、風力発電や小型水力発電な ど地域の自然エネル
ギーを活かした環境共生型のエネル ギー利用を検討する必
要がある。
(9)伝統行事の存続問題
地区内には、 「火 き り神事」(県指 定無形民俗文化財)
や 「農村歌舞伎」等の伝統行事があるが、過疎化 ・高齢化
でその維持 ・存続が危ぶまれている状況になりつつあり、
その対策が課題である。
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表20調 査対象集落の問題点と課題のまとめ
(D中 山間地域の ①稲 作偏重の農業生産 、生産基盤は点在 し低 コス ト生産 は難 しい、品質 の評価 が高 く、流通 ・販 売対策 の確立が必要 であ る。②小規 模
農林業基盤の問題 で傾斜 地の棚 田農地 で、小規模な整備需 要に応 える、集落独 自の整備支援 が必要であ る。③個人 や敷 戸単位で沢水 を利 用、用水路 は未
と課題 整備 、夏の渇水期 には一 時期枯れ る。④ 幹線 的な農道は ほぼ網 羅、ほ とんどが未舗 装、幅員が狭 い。 支線農 道は未整備 、上流部 は林 道
が通 作道を兼 てい る。⑤ 林業は重要な就 労の場、森林組合技 能班は高齢化 している。⑥ 木材価格 が低迷 、管理が粗放化 、維 持管理 が問
題 である。⑦ 共有林 は村 行造林や作業道 の整備 が され、 さらな る作業道 の整備 が必要で ある。⑧ 共有林 は転出者 にも使 用権があ り、利
活用 に面倒な調整が必要 である。⑨雑木 林は、豊富な 山菜 ・きの こ資源 があ り、地域内 での利用 はない、利 活用対策 の必要 であ る。⑩
農地や林地 を最低 限の維持管理 し、付加 価値の高い農 林産物の開発等、所得向上策 を模索す る。
(2)耕作放棄地の ①離 村に伴い、一番 良い屋 敷周 り農地 が耕作放棄 してい る。② 通作距離 の遠 い農 地が維持 され 、中間地 帯の耕作放棄地 が 目立つ。③ 手
発生による土地利 前から耕作放棄されると奥の農地は荒地化する。④高齢化に伴う移転で耕作放棄している。⑤未整備農地以外に、整備済み農地も耕作
用上の問題 放棄 してい る。⑥耕作放棄 地は2～3年 でヤブ化、他の農地 に影 響、景観上 問題 であ る。⑦近年 は木材価 格が低迷 で、耕 作 中止 に伴 う
杉等 の植 林を しない。⑧全 農地を保全活用 するではな く、計 画的に放棄す る農地 と保全活用す る農地 を分 け る必要が ある。 ⑨担い 手の
減少 、農地の 立地 条件の悪 さ等か ら、流動 化による保 全活用には期待で きない。
(3)所得 確 保 、 就 ①兼 業状 態が深化 し、 多 くが水田を持 った兼 業サ ラリーマ ン化 してい る。②兼業先 の地場産業 も不況 の影響 に より、安 定兼業か ら不 安
労の場の確保の問 定兼業の問題がある。③村内に若者の就労の場がないため若者が村外へ転出し、後継者のいない農家が多い。④集落内の地場産業企業
題 は女性の就労の場 となって いるが 、近年 は不況の影響 で経営が難 しい。⑤企業の地域内誘致は困難である。
(4)道路 ・交 通 の ①通勤兼業地域では1時間以内が通勤可能地であるが、通勤時の渋滞で時間がかり、勤務先地に転出する事例が多い。②集落間連絡道
問題 路 、地域内幹線道路、地域間連絡道路の拡幅整備が必要 である。③集落 を通 る町村道が県道 に昇格 したが、整備の遅れで生活 が不 便で、
早期整備 が望まれ る。④ 隣の市町村に抜 ける道 が作業林道 な どで行 き止 ま りの集 落 とな ってい る。行 き止 ま りの解消が 必要であ る。⑤
高校への通学等の母都市へ の交通 アクセ ス条件の改 善、最寄 りの駅 までの町村営バス路線の確 保が課題 であ る。
(5)冬期 間 の 道 路 ①除 雪道 路か ら各宅地 までは、各 自で雪踏み を行 う必要が あ り、特に高齢世帯 では負 担であ る。②冬期間 は車庫を除雪道 路近 くに設 け
機能維持 てお り、各戸で除雪処理す るため、作業時 間が負担であ る。③幼 稚園 ・保育所 、小 ・中学校へは スクールバ スが運行 され てお り、通 年
A 通学 問題 はない。④高校 へ通学は、バ ス停留所 まで徒歩か 自転 車等を利用 、冬期間 は停留所まで遠い集落 では車での送迎 が住民負担 に
なっている。 ⑤幹線道路 は通勤前 に除雪 され てい るが、通勤時 間が長 くな り、通勤先 の近 くに下宿す る人 もお り、経済的 な負担:となっ
ている。⑥ 多雪地帯では ないが降雪の ある集 落では、例年雪 のため交通が困難 になる。 幹線道路は ともか く、除雪は基本的 には個人負
担 で、集落戸数が少な く、家が散在 して いるお り組織 的な対応 を困難で、行政 を含めた対策が必要である。 』㌔㌔
(6)保育 園 ・小 学 ①保 育所 と小学校があ るが、年々園児数 、児童数 が減少 して いる。② 小学校 は地域 のシ ンボル的施設 であ り、廃 校につ なが らないた め
校の維持問題 にも児童数 の回復が課題 である。③ 地域 の良 さをア ピールす るため、春の タケノコ、夏の川、秋のサ ツマ イモ、冬の餅つ きな どあ イベ
ン トを開催 してい る。④対 策と して、ア)都 会 の学校等 との 交流 学習やふ るさと留学制 度、イ)森 林組合職員 な ど住宅希望 者への住宅一
整備 、ウ)町 内 に実家のあ る人のUタ ーンの促進 、エ)道 路等 の整 備によ り30分 通勤圏構想(働 く場所 の確保)等 が提 案 されてい る。
⑤遊 びの形 態の変化 とい うことも影響 しているが、農林地等 、自然の遊び場は豊富 であ るが、集落内道路 も限定 され、安全 に 自転車 に
乗 った りす るよ うな子供の遊び場がない.・ 一
(7)高齢者 に 対 す ①高齢者へ の 日常生活支援 は、公 的なサー ビス として、診療所へ の患者送迎パ スやデ イサー ビスのための福祉 バスが運行 されてい る。
る支援の問題 と課 他 に農協 の食 材サー ビス 、民間業者 に よる行商等 が行われてい る。② 在宅介護老人 は、訪問看護 の医師派遣 を受 けてい る。 介護 保険対
題 象者以外 の高齢者は、 自ら病院 に行かな くてはな らず、病院へ のタクシー代等の交通費 が自己負担にな っている。 月1回 程度 の診療所
への送迎バ スがあ るが、運行 回数 の充実 を図 る必要があ る。③高齢者 世帯が増加 し、住 み慣れ た地域で住み続 け られ るた めに、冬場の
'も ㌧ 、、～` 高齢者 ケアハ ウス的な施設 の検討 も必要 である。④ 高齢者に とって除 雪道路までの雪踏 みや屋根 の雪下 ろ しは重 労働で、地域 の相 互扶
助や連携 による冬場の支援体制が必 要で ある。⑤農 林業を持続す る意欲 があ って も、作 業上で重労働の部分が あ り、 これが切 っ掛 けで
「農林業 の停止 」 とい うこともな りかねないた め、これ らの作業 の援助 をす るような支援 体制 が、生活支援 とは別 に必要で ある。⑥ 冠
婚葬祭、道普請 や溝 さらい等 、集 落維 持の共同作 業は、後継者不足 で高齢者に頼 らざるを得 ない状況にな っている。 このた め、集 落内
に在村する高齢者の負担が増加 してお り、何 らかの行政の援助や新 たな支援が必 要である。 ∵
(8)山村 生活 の ラ ① 冬時期は村内の 中心地や村外に在住 し、雪の融けた4月 末か ら根雪 になる前の12月頃までは、山間 にある元 住居 に住 む、いわゆ る 「夏
イ フ ス タ イル ・知 山冬里」生活着 が ごく少数だ がい る。 冬場の屋根 の雪 下ろ し等の家 を維 持管理す る新た な支援 が必要であ る。②生 活用水 ∫(飲雑 用水)
恵一地域資源の再 として沢水が利 用 されてい る。近年 、簡易水道の普及 によ り使用料金 の負担問題があ る。従来 、沢水 は屋敷周 りの池(冬 場 のタンパ ク
評価 質確保のた め鯉 等を養殖)や 融雪 のために利用 され てお り、山村 で暮 らす知恵 として、 これ らの効果 を再評価 し、沢水 を積極的 に利 用
す る方法を検討す る必要が ある。③ 山村 地域には、山菜(ぜ ん まい)、きの こ、炭 、木工製品等 、山林 関連 の豊富な地域資源 あるいはそ
れを活か した産物や製品があ り、今後 はこれ らの再評価を行い、地場産品の開発等を検 討す る必要がある。④以 前は鹿 野畠 てかの きり)
と呼ばれた焼 き畑 が行 われ、 ソバ、粟 、キ ビ、豆類等 の非 常食の供給が行 われ ていた。 この よ うな焼 き畑に よる里 山の維 持管理等 につ
いて も再評価 し、復活す る等の検討 を行 う必要が ある。⑤風 力発電や小型 水力発電な ど地域の 自然 エ ネルギー を活 か した環境共生型 の
エネルギー利 用を検討す る必 要がある.
(9)世帯 の継 承 と ① 多世代居住の場合 には、農作業、 山の仕事、通勤 しての仕事 、子供の世話 、家事等それぞれの役割分 担があ り、特定 の人 に負担 が集
後継者不足の問題 申す ることが ない。今 後の集落や家族 の維 持を考 えた場 合、多世代居住 の再評 価を行 う必要が ある。② 両親の面倒 を見 るため に子供 が
残 る場合があ る。嫁 にくる人がいな くて単身男性が多 く、嫁 不足の問題 がある。 一方、女性だ けの子供 の場 合に、以前 は養 子縁組等 で
家 を継承 して きたが、近年 は養子の な り手もな く、婿 不足 の問題 もあ る。③後継者 が転出する要 因は、第一は就労 の場 がない ことであ
る。 村内または通 勤可能 な上位都市で の就 労の場が少 ない ため、U・Jタ ー ンは少 ない。Uタ ー ン者 の中には、就労の 場がないた め、
再度 村外に転出 して行 く人 もいる。第 二は高学歴化が要因 である。村内 には高校 がな く、進学者 は村外 に通 学す る しか ない。 さらに大
学等 へ進学 した場合 には、ほ とん どがそ のまま村外で就職す るため、後継者不 足になってい る。④せ っか く若者が残 っていた り、Uタ
一 ン してきても、集落 には集会所 があるだけで若 い人のたま り場 がない。 、,
(10)都市 農 村 交 流 ①地域の活性化の有力な手段の一つがいわゆる都市農村交流である。ただし、都市住民の快適環境と地元住民の快適環境は異なるとい
と地域支援
'國
う問題 がある。例 えば棚 田状 の耕地景観 と生産性 ・労働環境の 問題 、茅葺 きの古 い住宅におけ る居住性 の問題 等があ り、二つの快適環
境を両立させる技術的、経済的対策が必要である。②大都市に町村出身者で組織された会がある。基本的には村を追われた次三男が多
く、応援 団 として必ず しも十 分に機 能 していない。 今後はふ るさ と応援団 と して、町村 の活性化等に都会生活 者か ら意見等 に よる一層
の協力関係 を築 く必要があ る。
(ID空き 家 等 の 活 ①伝統 的な茅葺 き民家が 、離村 に伴い空 き家化す る場合、数年 で廃 屋化 とな ってい る場 合が見 られ、在村者へ の心理的影響 や景観上 の ・
用とや移住希望者 問題 がある。 空 き家 も重要 な地域 資源で あ り、その再生 と活用 を検 討す る必要が ある。② 空き家の活用 には 、所 有意欲が強 く、売 った
の受け入れ問題 り貸 した りして もよい者は2割 弱であ る。③今後 も空 き家が増 えるこ とは確実 であ り、所有者 との調整 を図 りつつ、その活 用策を検討
ん する必要である。④所有者の離村に伴って集落に使用権を移転する等の新たな維持管理手法を構築が必要である。
⑤ 受け入れ側の意識 として、特に高齢者 にはやや消極的 ・否定的な意見 を持ってい る人が多い。高齢者の意識改革はなかなか難 しいが 、
地域 として受 け入れる以上 は、行事 等への参加 ・負担 のあ り方の点 検等、Uタ ーン者 も含 めて移住希望者が入 りや すい受 け入れ 態勢 を
つ くることが必 要であ る。⑥新規移住 者 を受 け入れ のためには様 々な機 会を通 じて、地 区の存在 ・すば ら しさ等 を外に知 らせ る ことが
」.. 重要 であ り、、そのための行政等 の支援 も必要で ある。⑦ 受け入れ タイプ としては、職 を持 ってい る人や地域内 で産 業をお こ し得る人 に
限定 しても面 白い。また、陶芸家 な どの場合、それ を慕って くる人 も入 って くる可能性 がある。 森林組合で働い ていて土地 を探 してい
る人や定年になった ら住み たい とい う人な ど、い ろい ろな受 け入れ タイ プが考 え られ る。
(12)地域 内の 各種 ① 地域内には 、農 協、森 林組合 、商 工会等の各種組織 があるが、相互 の話 し合 う場が不 足 してい る。 今後は、む らづ くりに関心のあ る
地域組織の連携や 全ての人、あるいは組織が互いに実質的に連携が取れるようなシステムを工夫する必要がある。②地域には各種組織の中心的な組織が
コ ミュニテ ィ再編 ある。例 えば皆頼 村活性 化セ ンター は、第二の村役場 のよ うな存在 で、資金 面で問題 を抱 えている。 管理料 とい う形で赤字分 を支出す
る村 に して も、苦 しい財 政事情の もとで これ以上の負 担は困難で あろ う。 しか し、 このセ ンターは、今後各集落の活性 化に とって果た
すべき役割や期待は極めて大きいため、何らかの赤字補填対策が必要である。③過疎化、高齢化等の進展により各種の集落組織がなくA
なって しま ったが、存在 してい る場合 で も活動が あま り活発ではな い。④世 帯数が減少 で、 コ ミュニテ ィ組織の役職 や区の行事 の役 割
負担 が増加 して、若者や 婦人の 中に は組織 に参加 しない者 もい る。⑤集 落の小 規模化に伴い集落 移転 ではな く、行政 区の コ ミュニテ ィ
再編 を考えてい る。 ただ し、今のお年 寄 りがい る内は難 しい。⑥ 「各集 落の行 事の統合や神社の 合併 」が行政区統合 の条件 とい う指 摘
もある。 ただ し、神社 については どこの集 落 も朽 ち果 てかけてい るため、それ ほ ど問題 では ない とい う意見 もあ る。⑦ 行政側 は、コ ミ
ユニティ再編 よ りも市町村合併 の方が当面の課題 と考えてい る。⑧ コミュニテ ィ再編を行 う場合に、集 落財 産(区 有 林、自前の施設等)
の取 り扱 いを検討す る必 要があ る。⑨地 区内の県指定無形 民俗 文化財の 「神事 」や 「農村歌舞伎 」等 の伝統行事が あるが、過疎 化 ・高
齢化 でそ の維持 ・存続 が危ぶ まれ ている状 況にあ り、その対策が課題であ る.'
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7.新たな集落空間の維持 ・管理手法の提案
7-1農 林地の整備 と保全 ・活用
(D農業基盤整備
いずれの集落においても農地は、極めて小規模であ り、
棚 田 ・段々畑になってお り、生産条件は良くない。 このよ
うな状況のもとで、実際には 「安定兼業+稲 作」とい う生
活設計が描かれている。そのため、農業生産基盤 を強化す
るための投資や負担を考えている農家はあまりいない。
ただ し、基盤整備 をした場合、単に農業生産上の効果の
他に、農地 としての維持管理が容易になること、未整備農
地よ りは整備農地の方が貸借の対象農地にな りやすいこと
等のメリッ トがある。そのため、役場等が仲介 しつつ農地
の流動化 と一体的に実施するとい う前提のもとに、一定の
整備 面積 を確保 し得るような場合 には、従来型の基盤整備
の実施を検討する。
一方、従来型の基盤整備以外に、小規模等の理由で補助
事業の採択用件を満たさないような、集落住民独 自の整備
需要に対する支援方策も今後必要である。
また、小規模な沢水による用水路やため池による用水確
保の整備も必要である。'
(2)新たな農業の確立
①環境保全型農 業の確立=
従来はこ山林が耕地の生産力 と生活を支えてきた。 とこ
ろが、山 林が持つ耕地の生産力基盤 としての役割が化学肥
料によ って失われ、生活様式の変化や燃料等の代替によっ
て、生活を支える役割 も消滅 し、山林 と農業 ・生活が切 り
離 されてきた。特に農業生産面に限ってみれば、こうした
化学化が環境の維持 ・保全を困難 にしたことは否定できな
い。それは、米の品質にも大きな影響を及ぼしている。
農山村の集落には豊富な資源に恵まれた山林(里 山)が
あ り、その利用を考えるべきで、そ こで小規模畜産(林 間
放牧)が成立すれば、環境保全型農業の確立にもっながる。
ただ し、米の高品質生産 と環境保全を両立す るような環
境保全型農業技術を定着 させ、有機 ・低農薬といった時代
の需要に応 じた農業生産を確立する必要がある。
②高度化農業の展開
例 えば、旭町八幡集落で行われているニューギニアイン
パチェンスの栽培などのよ うに、施設園芸型の高度化農業
ペ シウ ニポ トこ
の展開 も、今後就労の場確保 として検討すべきである。
(3)林業基盤整備 と林地の保全 ・活用「1元ジ7①林業基
盤整備
ジ林業に適 した地域では、林道や作業道 の維持管理を行 っ
てい く必要がある。'また、林業振興基金を活用 した林業機
械の貸 し出 し支援を充実させ る必要がある。
さらに明治期の国有林払い下げ時の均等配分による分散
した林 地所有形態の地域では、維持管理のためにも林地の
交換分合等を検討する必要がある。
②共有林の保全 ・活用
近年では、木材価格の低迷で所得源としてはあま り期待
できないため、管理がおろそかになるとい う構造は、農地
の場合と同様であり、対策が必要だが、大変難 しい。
都市農村交流の観点とも関連づけつつ、荒れた状態にあ
る共有地の維持管理 ・有効利用のための計画作成から始め
るべきである。
なお、共有林にっいては関係権利者の内村外在住者の意
向を無視できないため、その調整については当事者同士で
の調整が無理な場合、 自治体が調整主体として関与する必
要がある。
③就労の場の確保 と受け皿づ くり
現在、地域外か らの若者を中心とした林業就労希望があ
り、林道や作業道の整備や林務作業の条件を整 えると共も
に、林業への㌔規参入が し易 くなるような受け入れ体制や
技術支援等が必要 となる。例えば森林組合の作業班員など
就労の場の確保 と、地場材による町営住宅や空き家活用の
居住環境など、受 け皿づ くりの条件整備 も必要 となる。
また、旭町の 「やまぶきの会」を中心に した海布丸太の
生産等は、林業への婦人参入につなが り、就労の場の確保
として一層の充実が必要である。
さらに、林業研究会を中心 とした、森林を活かした下流『
か ら上流までの人的交流拠点施設 として、空き家等を活用
する交流拠点づ くりが考えられる。
④景観保全対策
山林へのゴミ不法投棄とい う問題を抱えている。 これに
ついては、業者等のモラルの向上に期待 しても無理で、主
要な林道や作業道への門 ・柵等の設置、ゴミ不法投棄の禁
止条例化等が必要である。
7-2住 民 自らによる土地利用計画づくり
(1)耕作放棄に対する計画的対応
耕作放棄地については、高齢化 ・後継者の転出等により
絶対的な担い手(管 理者)不 足は避けられないから、面積
的に増加することはやむを得 ない ものと思われる。
ただし、問題は、耕作放棄される農地の位置が、個々の
農家事情に応 じて恣意的に決められ、その結果、放棄地 と
利用する農地が混在することである。このよ うな混在は、
農業生産上の観点から望ま しいものではないことは もちろ
ん、景観的にも問題がある。
個々の農家が耕作のために今後必要だと考える農地面積
等をもとに して、土地利用計画(こ の場合は、農地の利用
エ コ
・配置計画)を 作成することである。その場合 も利用すべ
き農地については、できるだけまとまった区域に配置する
ことが望ましく、耕作放棄す る農地からの計画的撤退 と、
保全農地の棲み分けを検討す る必要がある。保全農地につ
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いては、農地の林地化の規制(粗 放的管理の義務付け等の
ルール)や 荒廃 した農地の復元等が必要である。
その実現のためには、交換分合等の土地利用調整が必要
になる。さらに、今後 も利用すべき農地については基盤整
備を実施することも検討する。
(2)離村転出や世帯消滅による土地の維持管理
この課題は地区独 自の施策としては実現が難 しいとは思
うが、離村転出や世帯消滅による土地の維持管理について
は、所有農林地等の維持管理を義務づけ、維持管理ができ
ない場合には使用権は集落に帰属するような、何等かの集
落空間維持手法の確立が必要である。
(3)住民自らによる土地利用計画づくり
集落に残って生活 ・生産を維持するためにも、宅地 ・農
地 ・山林を含めた住民自らによる集落全体の土地利用計画
づくりが必要になってきている。なお、住民だけでは無理
なので、専門家の派遣制度なども検討す る必要がある。
7-3地 域資源の利活用 と地域管理の組織づくり
(1)地域資源の利活用と農林産物 を活かす工夫
調査集落のような山間地において、工場誘致等を除いた
第二次産業を考えるとすれば、それは地域資源の活用によ
る農林産物加工業 とい うことになる。
皆瀬村の地元原料(生 乳)を 加工する株式会社栗駒 フ〒
ズ注7や、ソバ生産 ・加工等を行 う有限会社皆瀬村活性化セ
ンター、また、旭町には漬け物を中心に農産物加工を行 う
「つ くばねの会」等、地域資源を活用 した加工業の好例で
ある。
①インターネ ットの活用と販路の拡大
近年指摘される 「顔の見える関係」が築き難いため、消
費者 との信頼関係をどのように確立するかということが重
要 となる。 これには、栗駒フーズも取 り組んでいるインタ
ーネ ット活用が課題になるだろ う。インターネ ットは決済
等に工夫を必要 とす るが、物理的な距離 を短縮 してくれる
手軽な手段であり、有効に活用することで信頼関係を確立
することが可能である。
「つ くばねの会」では、地元の資源を用いて無添加の漬
け物の賞味期限(2～3週 間)か らくる売れ残 りリスクを
少なくするため、現状のイベン トへの参加や姉妹都市新川
町の学校給食への提供等は継続す ると共に、新たに飲食店
との直接契約や、イ ンターネ ッ トな どを利用 した直接注文
による販売体制を中心に、販路の拡大を図ることが考えら
れる。
②地域活動を通 した高齢者の生きがい対策
「つ くば里づくりの会」や 「ひこぱえの会」な ど高齢者
による農産物加工 ・販売や、森林資源を活用 した 「やまぶ
き会」な どが現在活動 している。 これ らの地域活動を生か
した高齢者対策や、都市農村交流の推進が今後必要である。
特に、っ くば里づ くり会は《高齢者会員(43名)以 外
にも、出資金(1口1万 円)の 賛同者を募 り、資本金の充
実を図っている。 この会の発展は、高齢者が楽 しみなが ら
働 くことができる就労の場づ くりと生き甲斐づくりとして
の機能を持ってお り、高齢者対策になる。
③地域資源の利活用検討のための研究 ・技術支援
皆瀬村では、地熱を有効利用 した水耕みつばや栗駒 フー
ズの低温殺菌牛乳が既にあり、新たな産品づくりとして、
枝豆(こ まち茶豆)、トマ ピー、ソバ等で村お こしが試み
られている。また、旭町では、つくば里づ くりの会による、
漬け物を中心とした農産物の加工(現 在67種 類)に つい
て、地域の特産品 としての知名度を上げる努力が必要であ
るが、味を出すのが難 しい問題がある。このような産品開
発は、地元だけでは資金力、技術力の点で限界があり、例
えば県の各種試験研究機関の支援や協力等が必要である。
(2)地域管理の組織づくり
①高齢化に伴 う農地の維持管理と農林業公社の設立
坪崎を除く築羽地区は農業基盤整備が済んでいるため、
今後は、受託組織があれば委託は一定程度促進すると考え
られる。 このため、町 ・農協 ・森林組合が中心とな り農作
業受託や、農地 ・林地保全、特産物開発 ・加工 ・販売等を
行 う組織の設立を促進 し、地域管理を支援する必要がある。
既に、農林業公社設立に向けて検討が開始 されている。
②有限会社皆瀬村活性化センターの機能強化
皆瀬村の有限会社皆瀬村活性化センターは、遊休地を含
む農地の維持管理、地域資源を活か した多様なアグ リビジ
ネス起業化等を通 じた山村の活性化を図るため、村 ・農協
・森林組合の出資により1996年に設立された。職員数は
21名(正職員7,嘱 託2、臨時12)、季節雇用者26名で、
農作業受託、農地 ・林地保全、特産物開発 ・加工 ・販売、
冬期除雪作業受託、堆肥処理発酵施設 ・キャンプ場管理受
託を行っている。
地域を守るべき人ばか りか、家すら失いつっある山間集
落において、活性化センターの果たす役割は大きいため、
財政基盤を強化 しつつ、より一層の機能強化を図ることを
期待 したい。
なお、村全体で新たな ビジネスを起業化 していくために
は、民間酪農組織である皆瀬牧場 と栗駒フーズなどの既存
組織 との情報交換、地域活性化に果たす役割分担の明確化
等、産業関連組織が横断的に連携 し、地域農業、さらには
地域経済を担 う体制を整えていくことが必要である。
7-4快 適 に暮 らすための生活環境整備 と支援
(1)高齢者の生活 ・作業支援
高齢者が地域に住み続けられるために、診療所や老人憩
いの家等への送迎サービスの運行回数の充実。現在、地元
集落の商店が実施している食品等の配達サて ㌢スg)充塞6
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地区公民館等に役場支所機能を設け行政サービスを図 り、
行政職員やボランテ ィアによる代行サービスなど、各種サ
ービスの充実 を図るなど、高齢者の生活支援が必要である。
また、高齢者の農林業作業は、全て自力で行 うには問題
がある。 また、冬期間の屋根の雪下ろし等の除雪作業など
について、前述の活性化センター等による作業支援をす る
ことも必要である。
(2)峰越 し林道の整備:行 き止まり集落の解消
皆瀬村の沖ノ沢集落か ら隣の増 田町に抜ける道は、皆瀬
村側は林道整備がされているが、増田町側は十分整備 され
ていない。 このため現在では行き止ま り的な集落になって
いる。災害時等の2方 向避難 を確保するためにも、増田町
へ抜ける峰越 し林道の整備が必要である。
(3)地域の拠点施設の維持
①保育園 ・小学校の維持対策
旭町築羽地区では、新規定住者が増えてくるには一定の
時間がかか り、その前に保育園 ・小学校の統廃合問題がで
て くる場合、今後、築羽小学校の活用としては、高低分離
バ ぐ シア
を考え、低学年 と保 育園(幼 保一体化)は 当面残 し、高学
年は統合 といったパターンも考えられる。施設の集中化で
はなく、地域特性を活か した機能分担による施設配置計画
を考 える必要がある。
なお、築羽小学校が統廃合 された場合には、宿泊機能 を
持たせた森づくり体験セ ンターとしての環境学習拠点施設
として考える。利用対象は主に町内外の小 ・中学校 とする
が、「自立のための道具の会」な どが行っている環境教育
ワークショップなどの活動の場 としても利用できる宿泊研
修施設 として考える。あるいは、「自立のための道具の会」
の貴重な道具博物館構想に対する活用も考えられる。なお、
どのような利用にしても地震や風水害に対す る地区の防災
拠点施設 としての機能を残す必要がある。'
②出会い集落の維持 と高齢者の共同施設
皆瀬村の下生内、上生内、中ノ台の3集 落を学区とする
生内小学校が、出会い集落である下生内に平成6年 まで設
置 されてお り、それまでは小学区の生活圏を構成 していた。
しか しなが ら、当該小学校は統合によ り現在は廃校にな
ってお り、出会い集落である下生内集落の中心性は薄れっ
つある。従って、中ノ台集落は現在奥地ではなくなったが、
奥地の上生内集落を存続 させるためにも出会集落の存続が
不可欠であり、旧小学校区単位を生か したコ ミュニティ再
編 と関連施設整備を考える必要がある。
その一つの候補 として、現在、高齢者対策は、各集落単
位にデイサービスの福祉バスや診療所への患者送迎用バス
等の行政サービスを行っている。いわゆる個別対応に近い
サービスであるが、高齢化の進展に伴い、行政負担が増大
することは確実である。 このため、今後 も、高齢者が住み
慣れた集落に、住み続けられるためにも、小学校跡地を活
用 した、高齢者のためのグループホーム的なケアハウスを
整備することが必要である。また、施設整備 と併せて、温
泉の配送サー ビスや食材サービスも検討する必要がある。
なお、この施設は、夏は自宅で、冬は共同生活 といった
夏山冬里の支援にもつながる。
(4)雪に強い環境づくり(皆瀬村の場合)
①冬期間の高校への通学対策
幹線道路から外れた調査対象集落等では、冬期間の高校
通学のために、路線バスまでを親が送迎してお り、毎 日の
ことで、負担になっている。このため、村による送迎バス
等の希望があるが、人件費や車両の手配等を考えると、村
内の中心地区か母都市に寄宿舎を建設するのも対策の一つ
として検討対象と考えられ る。
②集落内道路の整備 と完全除雪
上生内の湯 ノ沢では集落内道路の未整備部分があ り、そ"
のために除雪されていない集落内道路がある。今後は、道
路整備と併せて完全除雪を行 う必要がある。
.㌣
③雪の自然落下屋根対策
豪雪地域で年間2～3回 程度の屋根の雪下ろしがが行わ
れている。 これは危険で重労働なので、雪の自然落下をす
るような屋根の改造に対 して助成等の措置が必要である。
④沢水を活か した消雪 ・融雪等の利活用
山間地域で沢本態豊富にあり、一部で除雪道路か ら住宅
地までのアプローチ道路の消雪に使用する等、沢水を利用
した生活の知恵を再評価する必要がある。アプローチ道路
の消雪や、宅地周 りの池を利用 した融雪等に応用する技術
的な検討が必要である。,
(5)自然エネルギーの活用
例えば域内小型水力発電による街灯のエネルギー供給や
風力発電など、地域の自然エネルギーを活かした環境共生
型の地域づくりを検討する。
7-5都 市農村交流による地域の支援づ くり
(1)既存の交流活動の充実 と新たな交流基盤の形成
現在、皆瀬村ではイワナ祭 りや紅葉祭 り、旭町では春の
タケノコ、夏の川、秋のサツマイモ、冬の餅つき等の交流
イベン トが行われているが、交流人 口を拡大するためには、
この活動をより一層充実させるこどが今後 も必要である。
また、首都圏に住む皆瀬村出身者の会である 「東京皆瀬
会」 との交流は、首都圏との交流であ り、距離的に遠いと
い う難点はあるが、ひ と・もの ・情報の交流が生まれれば、
将来的には、地元産品の流通 ・販売面で大きな効果が期待
できる。ただ し、単なるボランティア的な交流では長続 き
メニコ コ タ
しないので、きちんとした収益計画に もとついた交流ビジ
ネス的な交流事業の模索が必要である。
さらに、地方中核都市や身近な政令指定都市 とめ交流拡
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大が期待され、アンテナショップの開設、消費者との直接
提携等、地元産品の流通 ・販売対策の再検討 も必要である。
(2)フ1-一レス ト・ミュージアムづくり
山林には、山菜、きのこ等の食物資源、薪や炭のエネル
ギー資源、木地や木工への加工資源、循環型地域環境維持
システムとして機能 していた焼き畑(鹿 野畠)等 、地域資
源を活用 した山村生活のライフスタイルの知恵がある。
2002年から始まる学校での総合的な環境学習の一環 と
して、擬似的ではあるが山の暮 らしや林業等を体験 しても
らうための場を提供するというコンセプ トのもと、集落全
体が 「フォ レス ト・ミュージアム」とでもいえるような集
落整備を皆瀬村上生内集落で考えている。
①空き家や廃屋の民家再生 と活用
既にある空き家や廃屋の民家を再生 し活用す ることを考
える。民家はおおむね茅葺きのため、場合によっては茅場
の再生を行 うと共に、茅葺き職人の復活等 も検討する必要
がある。なお、既に集落移転 した雨外集落の民家について
は、現地での保存活用も考えられ るが、移転集落跡 との関
係もあり、フォレス ト・ミュージアム整備区域内に移築 し、
再生 ・活用することも考えられる。
②棚田の耕地景観の再生
上生内集落の湯 ノ沢地区では、離村による集落内棚田農
地が耕作放棄され荒れているため、棚田景観を復活させた
い。ただし、単なる景観だけのためでな く、農業生産のた
めの復活 ・整備である。すなわち、整備対象部分よりもさ
らに遠距離の農地の通作者 との土地交換等による通作時間
の短縮等、農地の流動化の視点も加味した整備である。
③ 自然を生か した遊び場づくり
交流の場として、河川や山林等の自然を生かした遊び場
づくりも必要である。
(3)U・1ターン者への受け皿づ くり
地域維持のための一定程度の地区外者の受け入れが必要
である。住宅ができて人が入ってくれば、子供 も増えて環
境 も整い、快適な地域づくりができる。
林業希望者の1タ ーン者の住宅確保、田園居住志向者へ
の住宅地提供や空き家活用な どと併せて、地元住民の受け
入れ態勢づくりが必要である。
なお、転出者の住宅跡地活用も考えられるが、植林化 さ
れた宅地 もある。転出者跡地利用は、条件が悪い所が多 く
活用は難 しい。新たにくる人を迎えるのなら、日当た りの
条件の良いところに住宅地を整備する必要がある。
町が定住希望者を募集 した り、土地や空き家提供者の調
節を行 うことで、売買や賃貸などがスムーズにできるよう
になる。
7-6コ ミュニテ ィ再編 と伝統文化の継承
(Dコ ミュニティ活動の軽減 と再編
表21新 たな集落空間の維持 ・管理手法の提案
1.農林 地の整
備 と保全 ・活用
1)農業基盤整備 ①従来型の基盤整備※
②集落住民独自の整備
2)新た な 農 業 の
確 立
①環境保全型農業の確立※
②高度化農業の展開
3)林業 基盤 整 備
と林 地 の 保 全 ・
活用
①林業基盤整備※
②共有林の保全 ・活用
③就労の場の確保と受け皿づくり※
④景観保全対策
2.住 民 自らに
よ る土地利用計
画づ く り
・方
一 .,
D耕作放棄に対
する計画的対応
①農地の利用・配置計画の作成
②計画的撤退と保全農地の棲み分け
③交換分合等の土地利用調整
④利用すべき農地の基盤整備※
2)離村転出や世
帯消滅による土
地の維持管理手
法の確立
①所有者に農林地等の維持管理を義
務づけ
②維持管理ができない場合には使用
権は集落に帰属等、所有権と使用権
の分離
3)住民 自 らに よ
る 土 地 利 用 計 画
づ くり
①住民自らによる集落全体の土地利
用計画づくり
②専門家の派遣制度※
3.地 域 資源の
利活用 と地域管
理の組織 づ くり
D地域資源の利
活用と農林産物
を活かす工夫
①イ ン ターネ ッ トの活用 と販路の拡
大
②地域 活動 を通 した高齢者 の生 きが
い対策
③地域 資源の利 活用検討 のための研
究 ・技術 支援※
2)地域 管 理 の 組
織づ くり
①高齢化に伴う農地の維持管理と農
林業公社の設立※
②活性化センターの財政基盤と機能
の強化※
4.快 適 に暮 ら
すた めの生活環
境 整備 と支援
D高 齢 者 の 生 活
・作業支援
・A
,'
①地域に住み続けられるために各種
サービスの充繁
②高齢者の農林業等の作業支援※
2)行き止 ま り集"`
落の解消
①峰越し林道の整備※
②災害時等の2方向避難確保※
3)地域 の 拠 点施
く
設の維持
①保育園・小学校の維持対策
②出会い集落の維持と高齢者の共同
施設※
4)雪に 強 い 環境
づ くり
①冬期間の高校への通学対策※
②集落内道路の整備と完全除雪
③雪の自然落下屋根対策
④沢水を活かした消雪 ・融雪等の利
活用
5)自然 エ ネ ル ギ
ーの活用
地域 の資源エネル ギー を活 用 した環
境共生型 の地域づ く り
5.都 市農 村交
流に よる地域の
支援 づ くり
D既存の交流活
動の充実と新た
な交流基盤の形
成
①交流 イベ ン トによ る交流 人 口の拡
大 と活動 の充実※
②交流 ビジネス的な事業 の模索
③ア ンテナシ ョップの開設 等、地元
産品の流通 ・販売対策 の再検討※
2)フ ォ ー レ ス ト
・ ミ ュ ー ジ ア ム
づ く り
①山の暮らしや林業等を体験する場
の提供
②空き家や廃屋の民家再生と活用
③棚田の耕地景観の再生
④自然を生かした遊び場づくり
3)U・1タ ー ン
者 へ の 受 け 皿 づ
く り
①快適な地域づくり
②住宅地提供や空き家活用
③行政等による土地や空き家の提供
者との調節※
6.コ ミュニテ
ィ再編 と伝統文
化の継承
1)コミュ ニ テ ィ
活 動 の軽 減 と 再
編
①集落単位の役職負担の簡素化
②共同作業的な維持管理に対する行
政的な支援※
③情報通信網等による機能補完※
2)伝統 文 化 の維
持 ・継 承
森林組合等の新規参入者の参加によ
る維持継承
注=※印は、集落空間の維持管理に対する行政や広域的な支援対応項目
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集落単位 の役職負担が多いが、現在の高齢者層が居る う
ちはコ ミュニティ再編は考えられない。ただし、若者の負
担にならないような簡素化は必要である
世帯数の減少に伴い、共同作業的な維持管理は困難であ
る。必要な維持管理作業は、残っている住民自ら行 うが、
負担 も大きく、行政的な支援 も必要である。
坪崎集落のように小規模集落であるが集落再編や コミュ
ニティ再編 を考えてない場合には、行政的なサービスにっ
いては直接役場 と行 う。また、情報通信網などにより、そ
の他機能は補 うこと等 を検討す る必要がある。
(2)伝統文化の維持 ・継承
県指定無形民俗文化財 「坪崎の火き り神事」や 「農村歌
舞伎」にうい て、森林組合等に新規参入 している若い人に
も参加 してもらい、維持継承を図る。
8.お わりに
本研究では、農山村集落が本来持っていた地域社会の持
続可能な生産 と、生活の場 としての集落空間の維持管理に
対 し、農山村の具体的な事例調査を通 して、問題点や課題
を明 らかにし、多面的機能 を持つ集落空間の新たな維持 ・
管理の手法を提案 してきた。宅地(家 屋 も含む)・農地 ・
山林の維持管理については、所有権と使用(利 用)権 の分
メ レ
離による土地管理責任についての合意形成の必要性、及び
住民参加による集落土地利用計画づくり、共同管理による
集落空間の秩序形成 と新たな土地利用ぺの合意形成の必要
性 、地域資源の再認識 と維持保全や新たな活用方策の必要
性 など、新たな維持 ・管理手法の提案の検討を行った。
今後は、特定な集落でこれ らの提案を実践し、試行する
中で維持 ・管理システムの実効性 を検討する必要がある。
なお、本研究は、平成11、12年度文部省科学研究費の
萌芽的研究(課題番号:1187605)の助成 を受けて行った「新
しい環境保全型農村集落の維持管理システムに関する研
究」の成果をまとめたものである。本調査には、皆瀬村役
場、旭町役場、及び地元住民や地域組織の代表者、当時研
究室のゼ ミ生:貴 井洋次、山本直輝 と大学院生:芹 川武志、
齋藤孝文の協力があった。 また、同時に行われた農林水産
省農村振興局(前 構造改善局)の 委託調査による財団法人
農村開発企画委員会の快適農村集落整備再編対策調査で、
本学農学部の竹本 田持助教授 と農村総合研究所の鈴村源太
郎氏に、 ご協力を頂き深 く感謝する次第である。
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〔注〕
注1兼 業農家 とは、世帯員中に兼業従事者が一人以上い
る農家をいう。第一種兼業農家とは、農業を主 とす る兼業
農家をい う。第二種兼業農家とは、農業を従 とする兼業農
家をいう。
注2農 家の方が立てた農業経営の改善計画が、市町村に
認定 された農家のこと。認定農業者制度により、意欲ある
担い手に対して、市や農業関係機関が協力 して支援 してゆ
こうという制度 で、規模拡大や新技術の導入等により、効
率的で安定な農業経営を目指す意欲ある農家を支援 しよう
とする考え方に基づいている。
注3雨 外集落は、上生内集落 と沖 ノ沢集落に挟まれた位
置で、落合集落からさらに奥にあり、外浦と雨沼からなる
集落である。最盛期には外浦が12戸 、雨沼5戸 あった。
昭和40年 には集落の中間に皆瀬小学校雨沼冬季分校が開
設 され、昭和55年 に閉校 している。閉校後は地区会館 と
して使用 されていた。昭和50年 代後半から舗装が進み、
舗装道路が完成 している。ただ し、地理的条件の悪さや遠
隔地の不便さか ら、昭和40年 代から転出者が現れ、平成
4年12月 に最後まで残 っていた4戸 が菅生集落に集落移
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転 し、集落が消滅 している。ただ し、外浦では4軒 の民家
が残っており、山村の原風景を残 した貴重な地域資源であ
る。現在でも夏場に通作や山仕事が行われている。なお、
最後に移転 した4戸 より以前には、村内の瀬野ケ沢3戸 、
仏師ケ沢と藤倉に各1戸 、湯沢市、十文字町、増 田町等に
移転 している。
注4自 給的農家とは、経営耕地面積が30ア ール未満か
つ農産物販売金額が50万 円未満の農家をい う。例外規定
販売農家 とは、経営耕地面積が30a未 満で、農産物販売
金額が50万円以上の農家をいう。
注5ニ ューギニア原産種がアメリカで品種改良された も
の。科目はツリフネソウ科、別名 をアフ リカホウセンカ。
普通のインパチェンスは1年 草ですが、このニュー ギニア
インパチェンスは多年草。名前の とお りニューギニア高地
原産の花で、日本には1980年代に広ま りました.花期が長
く6～10月まで咲いている。
注6単 身家族は1人 のみ。単純家族は夫婦 とその子供の
み。複数家族は2組 以上の直系夫婦がいる家族をい う。
注7株 式会社栗駒フーズ:株 式会社栗駒フーズは、地熱
を利用す る新エネル ギー活用施設 としての補助事業で、
1987年に設立された。現在は、皆頼牧場の生乳を原料 と
して、低温殺菌牛乳、コーヒー牛乳、ヨーグル トを生産 し、
1998年の売上高は約3億 円。
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